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1.1 情 報 化 計 画 策 定 の 概 要 （ 目 的 ・ 位 置 づ け ・ 期 間 等 ）  

 

「 情 報 化 」と は 、単 に 情 報 イ ン フ ラ を 整 備 す る こ と だ け を 示 す も の で は

な く 、行 政 内 部 に 限 ら ず 、地 域 が 有 す る 様 々 な 情 報 を 共 有 す る こ と に よ り 、

行 政 と 市 民 と の 双 方 向 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン が 可 能 と な り 、市 民 と の 協 働

が 実 現 で き ま す 。 ま た 、 情 報 の 共 有 は 行 政 内 部 の 改 革 に も つ な が る な ど 、

「 情 報 の 共 有 」 は 新 た な ま ち づ く り の 基 礎 と な る も の と 考 え ま す 。  

こ う し た 観 点 を 踏 ま え 、新 城 市 の 情 報 化 の 推 進 に か か る 基 本 的 な 方 向 性

を 示 す た め 、「 新 城 市 地 域 情 報 化 計 画 」 を 策 定 し ま す 。  

な お 、本 計 画 は 、平 成 16 年 8 月 策 定 の 新 市 ま ち づ く り 計 画（ 新 市 建 設

計 画 ）を も と に 新 城 市 の 地 域 情 報 化 の 方 向 性 を 示 す と と も に 、計 画 策 定 の

主 眼 と し て 、 以 下 の 2 つ を 掲 げ ま す 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 情 報 化 計 画 で 明 示 す る 情 報（ 放 送・通 信 ）技 術 は 、様 々 な 地 域 課 題

（ 地 上 デ ジ タ ル 放 送 の 受 信 <難 視 聴 >、大 容 量・高 速 イ ン タ ー ネ ッ ト の 利 用 、

携 帯 電 話 不 通 地 域 、地 域 経 済 の 活 性 化 、行 政 事 務 の Ｉ Ｃ Ｔ 化 な ど ）を 改 善・

解 決 す る 手 段 と な る も の で あ り 、地 域 の 情 報 化 を 積 極 的・計 画 的 に 推 進 を

目 的 に 、 地 域 情 報 化 計 画 を 策 定 し ま す 。  

 

第 1 章 情報化計画の位置付け  

①  高 度 情 報 化 社 会 に 対 応 し た 地 域 情 報 ネ ッ ト ワ ー ク を 構 築 す る

た め の 情 報 通 信 基 盤 整 備 を 通 じ 、テ レ ビ 難 視 聴 や ブ ロ ー ド バ ン

ド 環 境 の 改 善 、 携 帯 電 話 不 通 エ リ ア の 解 消 な ど 情 報 格 差 の 是

正 。  

②  本 庁 と 支 所 等 を 結 ぶ 情 報 通 信 網 の 整 備 に よ る 防 災 ・ 教 育 ・ 福

祉・医 療・窓 口 業 務 な ど の 各 種 情 報・証 明 発 行 サ ー ビ ス の 充 実
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位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標期間 

 

平成 19 年度（2007 年度）～平成 23 年度（2011 年度）の 5 年間 

なお、総合計画の連携等必要に応じて内容を見直すこととします。 

 

 

 新城市地域情報化計画 

 市民ニーズ  関連諸計画 

 新城市の現状と課題 

 新市まちづくり計画 
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０ 

 
2.1 国の情報化施策 

 

我が国は、社会の大変革に向けた IT 基盤の整備に取り組むため、高度情報通信

ネットワーク社会推進戦略本部（IT 戦略本部）を立ち上げ、高度情報通信ネット

ワーク社会形成基本法（IT 基本法）の制定や「e-Japan 戦略」の策定を行い、IT

戦略本部のリーダシップの下、「5 年以内に世界最先端の IT 国家になる」ことを目

標に、IT 革命への本格的な取組を開始しました。 

平成 13 年 1 月に決定された「e-Japan 戦略」では、「超高速ネットワークイ

ンフラ整備及び競争政策」、「電子商取引」、「電子政府の実現」、「人材育成の強化」

の 4 つの重点政策があり、IT 革命の実現に向けて官民を上げて集中的な取組を行

っています。 

平成 15 年 7 月に策定された「e-Japan 戦略Ⅱ」では、e-Japan 戦略で整備

された IT 基盤を活かして、先導的な取組による IT 利活用の推進として 7 つの分

野「医療」、「食」、「生活」、「中小企業金融」、「知」、「就労・労働」、「行政サービ

ス」を挙げて取組を行いました。 

平成 16 年 2 月に展開された e-Japan 戦略Ⅱ加速化パッケージでは、アジア等

IT 分野の国際戦略、セキュリティ政策の強化、コンテンツ政策の推進、IT 規制改

革の推進・評価、電子政府・電子自治体の推進など、政府として取り組むべき重

点施策を明らかにして、利用者の視点を重視するとともに、各府省の連携を一層

強化し、その推進を図りました。 

これら「e-Japan 戦略」の 5 年間で、インフラ整備においても利用者のレベル

においても世界最高水準となり、最先端のマーケットと技術環境を有する世界最

先端の IT 国家となり、特に基礎整備に関しては、第 1 段階は終了となりました。 

また、総務省では e-Japan 戦略を受けて平成 16 年 12 月に「u-Japan 政策」

を策定し、インフラ整備と利活用促進を軸として 3 つの方向に展開されています。 

○「ユビキタスネットワーク整備」 

第 2 章 地域情報化の施策 
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ナローバンドからブロードバンドへと整備されつつあるものをユビキタス

ネットワークに進化させます。 

 

○「ICT（Information and Communication Technology）利活用の高度化」 

我が国が抱えている様々な問題（少子高齢化問題、若年者や女性の雇用問題、

地球環境問題等）を、ICT の高度な利活用によって解決を図るため、ICT の高

度利用の環境整備をします。 

 

○「利用環境整備」 

ICT 利用の利便性に伴い不都合（不正アクセス、ウィルス等）な面も存在し

ます。これらのセキュリティの確保を重要課題として、今後発生すると予想さ

れる課題を整理します。 

 

これらのユビキタス社会を、日本が先駆的に実現させることで、2010 年には

フロントランナーとして世界の ICT 利活用を先導することが u-Japan の最終目

標となっております。 

そこで、IT 戦略本部は「e-Japan 戦略」の新たな IT 戦略として、平成 18 年 1

月 19 日に「IT 新改革戦略」（いつでも、どこでも、誰でもＩＴの恩恵を実感でき

る社会の実現）を策定しました。IT の特性を利用者視点に立って有効に使い、国

民生活及び産業競争力の向上に努めるとともに、日本社会の抱える大きな社会的

課題を解決していくことに取り組み、その成果を世界に向けて発信していくべき

であり、国内のそうした姿の実現を目指して、そして世界の IT 革命を先導するフ

ロントランナーとして、アジアを中心とする共存共栄の国際社会づくりに貢献し

て、2010 年度には自立的で、誰もが主体的に社会の活動に参画できる協働型の

IT 社会に推進していく予定であります。 

具体的には、喫緊の課題である少子高齢化を支える医療、環境問題等の 21 世紀
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に克服すべき社会的課題に対応するとともに、安全・安心な社会の実現、21 世紀

型社会経済活動を支えるＩＴ経営や世界一の電子行政の実現（「世界一便利で効

率的な電子行政 －オンライン申請率５０％達成や小さくて効率的な政府の実現

－」）に取り組むこととしています。 

 

IT 新改革戦略と u-Japan 政策の関係 

政策推進主体 IT 戦略本部 総務省 
政策名 IT 新改革戦略 u-Japan 政策 
目標年度 2010 年 2010 年 

目的・目標 

IT 改革を完成し、日本が持続的発
展の可能な自立的で、誰もが主体的
に社会の活動に参画できる協働型の
IT 社会に変貌すること。 

世界最先端の ICT 国家として
先導すること。 

e-Japan 
戦略との関係 

IT 戦略本部による「e-Japan 戦略
Ⅱ」から継続してきた、最新の IT
政策。 

IT 戦略本部が「e-Japan 戦略
Ⅱ」で推進するユビキタスネッ
トワークの形成に向けた今後の
展開に貢献するための総務省の
IT 政策。 

 

 

IT 国家戦略の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2010(目標)2001 2003 2006～

e-Japan戦略
（2001年1月）

e-Japan戦略Ⅱ
（2003年7月）

IT基盤整備 IT利用・活用重視

★IT基本法
★IT戦略本部設置

e-Japan重点計画
（2001年3月）

e-Japan重点計画2002
（2002年6月）

e-Japan重点計画2003
（2003年6月）

e-Japan戦略Ⅱ加速化
パッケージ（2004年2月）

e-Japan重点計画2004
（2004年6月）

IT国家達成への重
点施策の明確化

IT新改革戦略
（2006年1月）

ITの構造改革力の追求

世界のIT革命を先導す
るフロントランナー

自立的IT社会の実現

2004

「u-Japan」政策 2004年～2010年総務省

IT戦略本部

従来の総務省のIT政策
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2.2 県の情報化施策 

 
愛知県では、県における情報通信の基盤づくりとその効果的な活用、さらに産

業・地域振興、医療・福祉の向上、行政サービスの質的向上を図るため、あいち

IT 活用推進本部を平成 12 年 10 月に設置しました。 

この体制のもと、平成 14 年 3 月に、国が示す方針を踏まえつつ、「新世紀へ飛

躍～愛知 2010 計画（平成 10 年 3 月）」を上位計画とした「あいち IT アクショ

ンプラン」を策定し、「IT を活用した豊かな社会づくり」「電子地方政府の構築」「IT

の活用による産業の活性化」「すべての県民が IT を活用できる社会の実現」「高度

な情報通信環境の整備」という５つの目標を平成 17 年度に達成することを定め、

各分野において IT 施策を展開しています。 

また、平成 18 年度の「高度な情報通信環境の整備」の動向は、三河山間地域の

各市町村が行う情報通信基盤整備方法の整理や県の支援策の整理を行うため、県

と同地域の 6 市町村が共同して「三河山間地域情報格差対策推進事業」を推進し

ていくこととしています。 

 

高度な情報通信環境の整備に係る県の動向 

 
 

 

 
 

三
河
山
間
地
域
情
報
基
盤
検
討
調
査

三
河
山
間
地
域IT

利
活
用
促
進
事
業

三
河
山
間
地
域
情
報
格
差
対
策
促
進
事
業

検討会設立

情報通信基盤、
地上デジタルTVの
受信状況等の調査

e-交流フェア
、体験会

住民意向調査
→調査分析

検討会設立

計画の策定
現地調査→検討
→計画書

H16基盤調査の結果
H17住民意向調査の結果
地元自治体の意向
地上デジタル受信状況

（再確認）

H19年度～23年度
の5年間で各市町
村により情報格
差是正のための
事業を実施

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度

～24年度
U

J

A

P

A

N

U

J

A

P

A

N

2011
年

に

ユ

ビ

キ

タ

ス

ネ

ッ

ト

社

会

を

実

現

2011.7.24
地上デジタル
放送へ移行
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3.1 新城市の現状 

 

新城市は、愛知県の東部、東三河の中央に位置し、東は静岡県に接しています。市域

は県内において豊田市に次ぐ２番目の広さとなる４９９平方キロメートルを有し、市域

の８３パーセントは、三河山間部を形成する豊かな緑に覆われ、東三河一帯の水源の役

割を果たしています。 

本市の総人口は、平成 17 年国勢調査（速報値）によれば５２，１６４人で、前回の

平成 12 年調査と比較し、１，４３９人減少しています。 

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、今後も人口の減少基調が続くことに

加え、経済活動の主要な担い手である生産年齢人口の減少及び老年人口の増加と、一層

の高齢化が進展するとしています。 

超高齢社会の進展による高齢者福祉など増大する行政ニーズ等への対応、働き手が著

しく減少する中にあっての地域活力の維持は、重要な課題になりつつあります。 

 

3.2 新城市の情報通信基盤の現状 

 

過疎地域である新城市においては、市域の多くを山間地域が占めるため、採算性等の

問題から民間事業者による整備が期待出来ず、ブロードバンド環境が提供できる情報通

信基盤の整備は遅れ、都市部との間に情報格差が生じています。今後とも情報通信基盤

の整備が遅れた場合、更に格差が拡大することが予想され、誰もが簡単にその利便性を

享受できる環境の整備が求められています。 

 

第 3章 地域情報化の現状と課題 
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3.2.1 ブロードバンド環境 

 

現在、新城市内においては、ＮＴＴをはじめとしてインターネットにおける光サー

ビスの提供はされておらず、ADSL4７Mbps 等が展開されています。 

なお、光収容（アナログ電話回線などの一部区間を、多重化して光ケーブルに収容

すること）によりＡＤＳＬを利用できない地域は、新城地区では的場、栄町の宮ノ後、

城北一丁目、二丁目、川田のほぼ全域、平井の一部、矢部のほぼ全域、富沢の一部及

び富永の大半、鳳来地区では長篠の大半、富保の大半、乗本の大半が該当し、その世

帯は全市域の１５％程度を占めています。 

新城地区では、光収容の該当地域以外においても、西部地区の杉山、野田、稲木、

豊島など、比較的人口が集中している地域において、局から長距離であるなどの要因

により損失が大きいため、ＡＤＳＬの通信環境が悪い状況にあります。 

鳳来地区では、光収容の該当地域以外においても、鳳来総合支所周辺の鳳来中心部

や玖老勢など、世帯の多い地域でＡＤＳＬの通信環境が悪いため、３地区の中で最も

世帯カバー率が低い状況となっています。 

作手地区では、２箇所ある局から５ｋｍ以内の地域に比較的世帯が多く、また光収

容の地域はないため、３地区の中では最も世帯カバー率が高い状況です。 

 

ＡＤＳＬ世帯及び人口カバー率 

世  帯  数 人    口 

項 目 
世帯数 

通信速度１

Mbps 以上見

込める地域の

世帯数 

カバー率 

（％） 
人 口 

通信速度１

Mbps 以上見

込める地域の

人口 

カバー率 

（％） 

全 市 16,183 9,140 56.5 52,467 27,979 53.3

 新城地区 10,989 6,322 57.5 35,848 19,069 53.2

 鳳来地区 4,192 2,138 51.0 13,430 6,689 49.8

 作手地区 1,002 680 67.9 3,189 2,221 69.6

※世帯数及び人口は平成 18 年 4 月 1 日現在の住民基本台帳による。 
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なお、通信速度が１Ｍｂｐｓ以上見込める地域は、以下のとおりです。 

 

新城地区 

【中部】 

東新町、西新町、本町(光収容除く)、入船、中町、栄町(光収容除く)、

橋向 

【西部】 

片山(一部除く)、徳定の一部、豊栄の一部、杉山の大半、石田(一部

除く)、野田の一部 

【北部】 

平井(光収容除く)、上平井、矢部の一部、富沢の一部、大宮の一部、

浅谷、出沢の一部、横川(一部除く)、大海、有海の大半、八束穂の

大半、竹広の大半、川路の一部、緑が丘 

【東部】 

日吉の大半 

【南部】 

小畑の一部、中宇利の大半、富岡(一部除く)、黒田(一部除く)、庭野

の大半、一鍬田の大半 

鳳来地区 

富栄(一部除く)、豊岡(一部除く)、副川、玖老勢の一部、布里、只持、

一色、塩瀬の一部、愛郷の一部、海老(一部除く)、連合の一部、下

吉田(一部除く)、上吉田、竹ノ輪、黄柳野の一部、乗本のごく一部、

大野、井代、睦平、名号、細川の一部、川合、池場の一部 

作手地区 

作手高里、作手田原(一部除く)、作手黒瀬(一部除く)、作手菅沼、作

手守義(一部除く)、作手木和田、作手鴨ヶ谷、作手白鳥、作手清岳
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3.2.２ 共聴受信世帯状況 

 

山間地域など地理的な条件によりテレビが受信できない地域においては、共聴組合

などを設立し、共同受信施設を使ってテレビ番組を視聴しています。 

市内には６１の共聴組合があり、市全体で２２．９％の世帯が加入しており、2011

年の地上波テレビ放送がアナログからデジタルへと全面変換されることにより、難視

聴地域が更に増加することが予想され、その対応に迫られています。 

なお、地上デジタル波が受信できる共同受信施設については、新城・作手地区では

豊橋局に近いことからほとんどの施設受信点において地上デジタル放送が受信可能で

あるものの、鳳来地区にあっては、地理的な条件から、受信できる施設は半数程度と

推測されます。 

 

共聴受信世帯率 

地区名 世帯数(ａ) 共聴世帯数(b) (ｂ)／(ａ) 

全 市 １６，１８３ ３，７０１ ２２．９％ 

 新城地区 １０，９８９ ６８８ ９．０％ 

 鳳来地区 ４，１９２ ２，５５３ ６０．９％ 

 作手地区 １，００２ ４６０ ４５．９％ 

(ａ)：平成１８年４月１日現在の住民基本台帳の世帯数 

(ｂ)：共聴世帯数は平成 16 年 7 月調査結果 
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3.2.3 携帯通話エリア 

 

携帯電話は今や固定電話と同様に日常生活に深く浸透しているほか、災害時や緊急

時の通信手段としても重要な役割を担っており、中山間地域の定住や交流促進という

観点から、携帯電話の不通地域の解消は大きな課題となっています。  

大手携帯通信会社 3 社による通話可能エリアをみると、新城地区では、世帯のある

地域の不通地帯は、西部地区、東部地区のごく一部となっています。 

鳳来地区では、一色、塩瀬及び竹ノ輪の３地区において全域が不通地帯であり、ま

た、愛郷の大半が不通地帯となっています。その世帯及び人口は、186 世帯 652 人

に及びます。その他の不通地帯は、一つの集落の中心部から外れた地域であり、その

ような地域が鳳来地区のほぼ全域に点在しています。 

作手地区では、作手木和田地区が全域不通地帯であり、その世帯及び人口は、14

世帯 46 人です。その他は、集落の一部で不通というところが北部地区及び南部地区

に点在しており、その中で比較的規模の大きなところは作手田代地区の一部で、その

世帯及び人口は 28 世帯 103 人となっています。 

観光地については、鳳来地区の「阿寺の七滝」(下吉田)、作手地区の「鳴沢の滝」(作

手守義)周辺が不通地帯となっています。 

 

携帯電話の通話可能世帯及び人口カバー率 

※世帯数及び人口は平成 18 年 4 月 1 日現在の住民基本台帳による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

世帯（H18.04.01 現在） 人口（H18.04.01 現在） 

項 目 
総世帯数 

通話可能エ

リア世帯数 
カバー率 総人口 

通話可能エ

リア人口 
カバー率 

全 市 16,183 15,646 96.7 52,467 50,713 96.7

 新城地区 10,989 10,962 99.8 35,848 35,778 99.8

 鳳来地区 4,192 3,815 91.0 13,430 12,184 90.7

 作手地区 1,002 869 86.7 3,189 2,751 86.3
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なお、各地区の不通地帯は、次のとおりです。 
  

新城地区 

【西部】 

徳定のごく一部、豊栄のごく一部 

【東部】 

市川の大半 

鳳来地区 

富保の一部、豊岡の一部、副川の一部、門谷の一部、一色の全域、

塩瀬の全域、愛郷の大半、連合の一部、中島の一部、下吉田の一部、

上吉田のごく一部、竹ノ輪の全域、黄柳野の一部、睦平の一部、細

川のごく一部、七郷一色の一部  

作手地区 

作手田原の一部、作手善夫の一部、作手菅沼の一部、作手守義の一

部、作手木和田の全域、作手田代の大半、作手高松の一部、作手保

永の一部 
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3.2.4 地域公共ネットワーク 

 

公共ネットワークは、公共施設等の間を光ファイバや無線などによりブロード

バンド接続し、行政情報の提供や公共施設の予約、防災や教育などのＩＣＴサー

ビスを提供するものです。専用の公共ネットワークをインターネットとは別に構

築することで、公共アプリケーションの種別に応じた、①ブロードバンドの帯域

確保（帯域制御を含む）、②ルーティング、③セキュリティ確保、④アクセス管

理・認証等を独自に設定・確保することが可能となります。併せて、公共ネット

ワークは、条件不利地域で住民のブロードバンドアクセスを確保するためのバッ

クボーンとして活用されています。 

現在、公共ネットワークは都道府県が整備する「情報ハイウェイ」と市町村が

整備する「地域公共ネットワーク」から成ります。 

本市の地域公共ネットワークは、市役所と市内１６施設（各支所等）を民間事

業者の回線を有償で借り上げ、ネットワークを形成しています。行政窓口のサー

ビスとしては各支所において住民票、税証明等の発行をしており、また行政内部

の情報処理としては財務会計システムや庁内ＬＡＮなどに活用しています。 

しかしながら、小学校等の教育機関（幼稚園２、小学校２０、中学校６）はネ

ットワークで結ばれておらず、ネットワーク環境の整備が急務となっています。 

ＩＴ戦略本部による「重点計画-2006」（平成 18 年 7 月 26 日策定）におい

ても、「学校、図書館、公民館、市役所などを高速・超高速で接続する地域公共

ネットワークの全国的な普及について、2010 年度までの実現を目指す」とさ

れており、「概ね全ての小中高等学校等が、光ファイバ等による超高速インター

ネットに常時接続でき、全ての教室からインターネットに接続できる」ことが目

標とされています。 

なお、全国の地方公共団体を相互に接続する総合行政ネットワーク（LGWAN）

は、愛知県内においては無線を活用した手法で構築され、運用されています。 
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3.2.5  新城市におけるシステムの稼動状況 

 

地方自治体業務の電子化・ネットワーク化を推進するための基本的な情報シス

テムである庁内 LAN については、平成 17 年 10 月の合併前において既に旧市

町村において整備されており、合併を契機に統合し、現在に至っています。また

庁内 LAN に接続された各職員のパソコンについては、平成 18 年 4 月に概ね配

備され、グループウエアやインターネット等を活用し、行政業務の効率化を図っ

ています。 

なお、平成 18 年 4 月 1 日現在で、本市において稼動しているシステムは次

の表のとおりです。 

また、「重点計画-2006」においては、「国・地方公共団体に対する申請・届

出等手続におけるオンライン利用率を 2010 年度までに 50％以上とする」な

ど、利便性・サービス向上が実感できる電子行政（電子政府・電子自治体）を実

現することを目標に、公的個人認証に対応した電子申請システムを、全市町村に

おいては 2010 年度までに整備するよう必要な支援を行うなどその取組を促

進することとしており、行政手続きの電子化がますます進むことが予想されます。 
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稼動システム一覧

大分 中分

住民記録 住民基本台帳 印鑑登録管理

国民健康保険管理 国民年金管理 選挙

往登外･宛名・口座業務 外国人登録 就学通知

住民記録抽出 国民健康保険管理 国民健康保険管理

国民年金管理 公的個人認証 戸籍

市民税管理 法人税管理 固定資産税管理

固定資産名寄せ帳ﾌｧｲﾘﾝｸﾞ 軽自動車税管理 消込･滞納管理管理

住民税申告支援

介護保険料管理 老人保健 老人医療

障害医療 乳児医療 母子医療

保育料 児童手当 健康管理

給与計算 財務会計 歳入事務電算化

起債管理 国保統計(愛知県版)

　コクホライン等（国保報告､調交､算定等）

公共事業積算 測量設計製図 地図情報

受益者負担金管理 排水設備確認受付申請業務 合併処理申請受付業務

水道事業会計

その他 水道料金管理

庁内ＬＡＮ ＬＧＷＡＮ 議会会議録検索

インターネット グループウェア

農地等情報総合管理 し尿世帯調査 市営住宅管理

交通災害

産業分類統計 家屋評価 農業所得

土地一筆異動 家屋一筆異動

福祉 介護認定

犬の登録管理 公害苦情調査データ人カ 遠方監視（水道設備等）

　一般廃棄物処理事業実態調査集計 図書館･図書管理

　学校パソコン教室等(小･中･一般) 市民病院･病院業務等管理

分類

住
民
情
報

基

幹

系

福
祉
情
報

税
務
業
務

庁内
業務

業　　　務　　　名

そ
の
他
個
別
シ
ス
テ
ム
系

住民
情報

税務
情報

そ
の
他

内

部

系

建
設
系

情･報･系
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3.3 地域情報化に対する住民の意向 

 

地域の情報化は、住民のニーズを把握し、住民が望むサービスを提供してい

くことが重要であることはいうまでもありません。市が展開した施策によるサ

ービスを利用するのは住民であり、利益を受けるのももちろん住民です。した

がって、住民が地域の情報化に対し、どのような考えをもち、何を望んでいる

かということを把握し、新城市の情報化の推進に反映していくことが最も重要

となります。 

平成 17 年 12 月公表された「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地

域）」（以下「住民ニーズ調査」という。）から住民の地域情報化に対する意向等

は次のとおりです。 

 

「地域情報化に関する住民意向調査（三河山間地域）」 

調査実施期間 平成 17 年 8 月１０日～平成 17 年 9 月 16 日 

調査対象   旧新城市、旧鳳来町及び旧作手村の全世帯 

調査方法   全世帯配布及び郵送による回収 

配布数    １５，５０３ 

回収数     ３，９５２ 

回収率      25．５％ 

 

「情報の入手」 

普段の情報入手手段は「テレビ」９３％、「新聞」９０％が圧倒的に多く、次

に多い手段として「市町村広報紙」６４％が活用されています。このことによ

り市民は一般の情報の他に行政情報に大きな関心を抱いています。 

また、市からの各種情報の入手状況では、「欲しい情報がどこにあるか分から

ない」３３％、「十分な情報の入手手段が提供されていない」２９％となってお

り、情報入手に対して不満をもっている人が多数いることがうかがえます。 
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 「インターネットの利用状況」 

近年、パソコン及びインターネットの重要性が増していますが、本市におい

ても、インターネットの必要性を感じている人は６６％と半数を超えており、

またインターネットを利用してみたいと考えている人は、「ぜひ利用したい」と

「条件が揃えば利用したい」を合わせると６０％を超えています。 

しかし、普段の情報入手手段で「インターネット」を利用している人はまだ

少数派（２７％）であり、またインターネットを知っている人の中でのインタ

ーネット利用率は４８％と半数を割っています。 

行政情報入手について、どのような不満を感じています
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住民の中で、情報入手の手段としてインターネットは必要と感じており、ま

た、インターネットを利用したいと思っている人も過半数を超えていますが、

現状、インターネットは利用していない人も多く見受けられる為、インターネ

ットの知識を得る機会（市民パソコン塾）を充実していくなど条件整備により

利用率はまだ向上すると思われます。 

 

 

 

インターネット利用してみたいですか

条件が揃え
ば利用したい 

710 人 
47% 

ぜひ利用したい 
208 人 
14%

無回答
20 人 
1%

わからない 
266 人
18% 

今後も利用
しない 
295 人 
20%

インターネットは必要ですか 

は

い 
2,076

66

% 

無 回

答 
128

4

% 

わ か ら な

い 
383
12

% 

い い

え 
573
18

% 
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「地域情報サービス」 

日常生活で必要な情報としては、「気象情報（災害情報など）」と答えた人の

割合が６２％と最も高く、次いで「ニュースや出来事の情報」の５９％、「行政、

学校等の情報」の４５％と続いています。 

 

 

また、利用したいサービスとしては、「保健・医療・福祉」の分野が最も多く、

次いで「住民生活・コミュニティ・防災」の分野となっています。 

項目別では、「緊急時に市役所や消防署から、災害状況・避難誘導・避難場所・

道路情報等の緊急災害情報を受けることができる」が最も多く、次いで「病院

の休日診療や救急医療に関する情報が入手でき、診察予約や医師照会ができる」、

「自宅や各種公共施設、郵便局など身近な施設で、住民票や各種証明書などの

申請手続きができる」となっています。 

人命、健康にかかわる情報サービスで各種情報を入手できるサービスに関

心・要望が高いといえます。 

 

「情報通信基盤の整備」 

情報通信基盤の整備方法について、映像系（テレビ）の基盤整備では３４％、

日常生活で必要としている情報はなんですか 

67

1.7

% 

450

11.4

% 

1,672

42.3

% 

294

7.4

%

560

14.2

% 

2,348

59.4

% 

1,343

34.0

% 

2,448

61.9

% 

1,783

45.1

% 

0.0

% 

10.0

% 

20.0

% 

30.0

% 

40.0

% 

50.0

% 

60.0

% 

70.0

% 

役 所 （ 役 場 ） 、 学 校 そ の 他 各 種 団 体

の情 報 気 象 情 報 （災 害 情 報 な

ど） イベント等 行 事 ・催 し物 情 報

など ニ ュ ー ス や 出 来 事 の

情 報 産 業 ・観 光 情

報 教 育 関 係 の情

報 成 人 病 、老 人 病 などの予 防 医 学 情 報 や育 児 ・健 康 ・保 健 ・

福 祉 情 報 議 会 中 継 ・ 選 挙 速 報 な ど の 議 会 ・ 選

挙 情 報 そ の

他 
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通信系（インターネット）の基盤整備では３５％の人がケーブルテレビの整備

と回答しておりそれぞれ一番多い結果となっています。ケーブルテレビの整備

を希望する傾向がうかがえます。 

また、ケーブルテレビの自主放送番組等の映像系サービスだけでなく、各種

通信系サービスにも期待しているといえます。（ケーブルテレビは映像系基盤と

通信系基盤の両面を持っており、テレビとインターネットの両方に利用でき

る。） 

 

 

通信系情報基盤はどの方法で整備したらよいで

ケーブルテレビ 
1,388 人 

35% 

ADSL 
560 人 
14%

無回答 
1,018 人 

26% 

その他 
356 人 

9% 

630 人 
16% 

映像系情報基盤はどの方法で整備したらよいで

ケーブルテレビの利用

1,320 人 34% 

共聴施設の改修または加

1,083 人 
27% 

その他 
444 人 
11% 

無回答 
1105 人 

28% 

どちらも必要ない 
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３.４ 地域情報化における課題の整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 地域公共ネットワークの整備 

(3) 携帯電話不通地区の解消 

(2) ブロードバンド・ネットワークの整備 

(1) テレビの難視聴対策（地上デジタル放送への対応）

地理的な制約等に起因する情報の格差 

情報通信基盤の整備 

(7)  新 城 市 の 財 政 状

解決方法 

情報通信技術の利用機会による格差の是正 

現状の課題

(5) 情報基盤整備の手法の検討 

(6) 新たな地域情報サービスの

情報通信技術の活用能力による格差の是正 

(8) 情報リテラシー向上等への対応 
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(1) テレビの難視聴対策（地上デジタル放送への対応） 

2011 年 7 月にアナログ放送から地上デジタル放送に全面変換されます。当市

でもすでに地上デジタル放送が開始されていますが、共聴施設の改修・更新あるい

は受信地点の移動による住民の財政的な負担、難視聴地域の拡大の恐れなど、地上

デジタル放送への対応について、情報格差の是正の観点を充分に考慮して、残り 5

年弱という短い期間に対策を講ずる必要があります。 

 

(2) ブロードバンド・ネットワーク（高速・大容量インターネット通信網）の整備 

当市における現在のインターネット接続環境は、ADSL4７Mbps 等が展開され

ていますが、地域によっては ADSL 環境が不十分であり、地域間格差が生じてい

ます。 

今後の ICT 技術の進歩や国が推進するユビキタスネットワーク社会に対応する

ため、ブロードバンド・ネットワークを整備し、情報格差の是正に早急に取り組む

必要があります。なお、民間事業者による整備は採算性等の問題から期待できない

状況にあります。 

 

(3) 携帯電話不通地区の解消 

音声はもとより、メール、動画、音楽配信等のサービス提供がますます拡大し、

その多様化するサービスの享受や非常時の連絡等を考えると出来る限りの不通地

区の解消を行う必要があります。 

 

(4) 地域公共ネットワークの整備 

住民は市に対して「地域における情報収集・提供者」としての役割を期待して

います。現在、行政の情報提供手段は、広報紙、防災行政無線及びホームページで

ありますが、タイムリーで詳細な情報提供の必要性、あるいは情報が行政から住民

への一方通行であることなど今後は双方向を意識した情報提供が重要であり、地域

公共ネットワークの整備が必要です。 

 

(5) 情報通信基盤整備の手法の検討 

情報通信基盤の整備手法については、光ファイバー、ADSL、CATV 等、映像
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系（テレビ）や通信系（インターネット）について様々な手法がありますが、将来

にわたる情報格差の是正の観点や前述の(1)から(4)の課題に対する解決方法とし

て、比較検討する必要があります。 

 

(6) 新たな地域情報サービスの検討 

人命、健康にかかわる情報サービスの提供に関心・要望が高いとの住民の意向

を踏まえ、地域の実態に合っているか、サービス導入後の運営体制など、安心して

利用できるシステムの検討が必要です。 

なお、地域情報サービスですが、緊急用と付加価値用と 2 種類に分けることが

でき、付加価値用については中期、長期計画で整備を行っていく必要が、緊急用に

関しては、短期での整備を考えていく必要があります。そのために、各種関係機関

と協議、検討を行っていく必要があります。 

 

(7) 新城市における財政状況 

国、地方を通ずる歳入・歳出の改革が進み、地方の歳出削減が叫ばれています。

地方交付税の見通しもはっきりしない状況であり、合併後において様々な行政改革

が望まれるなか、新たな財政支出については長期的な観点からの検討が必要です。

したがって、構築費用に加え、毎年度の運営経費あるいは次回施設の更新に係る費

用も含め検討する必要があります。 

 

(8) 情報リテラシー向上等への対応 

国が推進する、誰もが簡単にその利便性を享受できる環境であるユビキタスネ

ットワーク社会においては、単に情報通信技術の利用機会による格差の是正だけで

なく、高齢者・障害者への対応を含め、市民の情報リテラシーの向上に努める必要

があります。また、プライバシーの確保等の対策も重要です。 

 

 

上記のとおり、様々な課題が挙げられますが、これからの少子高齢化、人口減少

時代に対応するためには、住民 1 人ひとりの能力や個性が最大限に発揮出切ること

が期待されるものであり、マンパワーの充実が必要不可欠です。また、いかにこの
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地域の魅力を高めることができるかが地域づくりの焦点となります。その手段とし

て地域の情報化は重要な施策と考えられます。 

「重点計画-2006」（平成 18 年 7 月 26 日 ＩＴ戦略本部策定）においても、

過疎地域等の条件不利地域について、ケーブルテレビ網や光ファイバ網等の地域の

特性に応じた情報通信基盤整備に取り組む地方公共団体等への支援をはじめとする

施策を 2006 年度も継続的に実施することにより、計画的に情報格差の解消を図る

ことを目標としていることからも、情報通信技術の利用機会及び活用能力の格差の

是正を積極的に図っていくことが必要であり、更なる情報格差の拡大は避けるべき

であると思われます。 

そのためには、現在の新城市における情報通信基盤の整備状況や今後の見通し（民

間事業者の展開が期待できない、又は展開した場合にあっても条件不利地域には利

用制限のかかる恐れがある。）からみて、民間主導ではなく市が適切な役割を果たす

べきことが適当です。 

したがって、当面の課題である 2011 年の地上デジタル放送問題の対応も踏まえ、

これを契機に市においてトータル的な見地からの情報通信基盤整備が必要と考えま

す。 
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4.1 地域情報化の意義 

地域情報化は、情報通信技術の活用により、医療・福祉、教育等の充実、地域

産業の発展、広域行政の展開、環境負荷の低減など、地域の様々なサービスを高

度化・効率化することや地域における公平で透明な情報共有とフラットなコミュ

ニケーションの仕組みを作ることによって、地域の活性化や課題の解決を可能と

するものです。 

 

4.1.1 行政から見た情報化のあり方 

行政の情報化は、様々な行政業務の電子化に伴う簡素化、高度化、効率化等に

より、単に財政基盤の健全化に資するだけではなく、行政サービスや住民の利便

性の向上の実現につながり、また地域への積極的な情報提供や公開によって、よ

り透明性を確保することで、住民の市政への参加を促し、住民との情報共有を図

る仕組みを作り、活力ある地域づくりにつながるものです。 

 

 

 

 

 

 

第 4 章 新城市における地域情報化の方針 第 4 章 新城市における地域情報化の方針 

行政業務の高度化・効率化

ワンストップサービスの提供

開かれた自治体

地域住民密着型情報交流の促進
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4.1.2 住民から見た情報化のあり方 

  情報化を推進することにより、いつでも、どこでも、何でも、誰でも必要な

情報を活用することができ、新たな価値を創出することができます。住民、民

間組織、行政を含めた地域情報化に関わる様々な主体において、フラットなパ

ートナーシップが形成され、情報共有や連携・協働による自立的に解決する仕

組みが構築されます。 

また、地域が各々の個性を活かした情報化を行うことにより、地域が独自性を

発揮する機会が拡大すると考えられ、地域間競争力の強化にもつながり、活力あ

る地域社会が創出されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オンデマンドサービスや使いやすい
コンテンツなどの利便性の向上

趣味の分野を含めた住民相互の交流

フラットなパートナーシップ
の形成による市政への参加
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4.2 新城市における地域情報化の方針 

4.2.1 新市まちづくり計画における主要施策 

平成 16 年 8 月策定の新城市・鳳来町・作手村合併協議会による【新市まち

づくり計画（新市建設計画）】では、新城市のまちづくりの将来像として≪～人

と自然が織りなす～笑顔・活力創造都市≫を将来像に挙げ、この目標を実現し

ていくために、7 つの基本方針を挙げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、「新市まちづくり計画」における情報通信基盤整備に関する記述は次の

とおりです。 

「３ 潤いと快適の住環境をめざすまちづくり 

(6) 情報・通信設備の充実 

高度情報化社会に対応した地域情報ネットワークを構築するための情

報通信基盤整備を通じ、テレビ難視聴地域や携帯電話不通エリアの解消

など情報格差の是正に努めます。また、本庁と支所を結ぶ情報通信網の

整備による防災・教育・福祉・医療・窓口業務などの各種情報・証明書

類発行サービスの充実を図り、電子自治体の構築を進めます。」 

 新市まちづくり計画（新市建設計

【将来像】 

～人と自然が織りなす～笑顔・活力創造都市 

【基本方針】 

 自然環境の保全と共生のまちづく

り  活力あふれる産業振興のまちづく

 潤いと快適の住環境をめざすまちづく

健康と安全・安心のまちづくり 
個性を磨く教育・文化のまちづくり

住民参加と協働のまちづくり 

 健全な行財政運営をめざすまちづく
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できる情報化（ユニバーサルサービス） 2 
全ての住民が等しく ＩＣＴ化の利便を享受 

めざす電子自治体の構築 4 
行政運営の効率化・高度化を 

4.2.2 新城市地域情報化の基本理念 

 

 

地域情報化の部分を担う地域情報化計画の基本理念として、『情報の共有によ

る「～人と自然が織りなす～ 笑顔・活力創造都市」の実現』と定め、行政の

情報化あるいは地域の情報化を推進し、地域全体で情報を共有し、市民との連

携・協働により、地域の活性化をめざします。 

4.2.3 新城市地域情報化の推進のための目標 

 

 

 

 

 

 

地理的な制約、市場原理等により生じる情報格差について、その解消は地域社

会に対する行政の責務であり、また情報格差の是正にあたっては、住民サービス

の質的向上、住民参加型の行政の実現、情報発信力の強化等が実現出来るよう、

住民や地域産業の担い手と同じ目線でその利便性について検討するとともに、全

ての住民が等しく情報通信高度化の利便を享受できるように配慮します。 

また、行政の簡素・効率化と行政サービスの質的な向上を同時に実現できる電

子自治体の構築については、住民本位のサービスの提供を通じて、地域住民の満

足度を向上させるものであり、積極的な推進を図ります。 

情報の共有による 

「 ～人と自然が織りなす～ 笑顔・活力創造都市 」 の実現 

高齢者、障害のある人にやさしい情報化 
（バリアフリーサービス） 3 

都市部との情報格差あるいは 
市域内の情報格差の是正 1 



 

 

‐29‐ 

4.3 情報化の推進方向と施策 

地域情報化計画の基本理念である『情報の共有による「～人と自然が織りなす

～ 笑顔・活力創造都市」の実現』の具体的な推進方向として、【新市まちづくり

計画（新市建設計画）】の 7 つの基本方針を基軸とし、先に挙げた行政・住民から

見た情報化のあり方を連動して検討して、基本方針を実現するための情報システ

ム構築に取り組むこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地球的規模での環境問題を視野に入れ、市民の貴重な財産である自然との共生、

環境の保全や循環型社会の構築に努めるとともに、安全で住み良い生活環境を創出

するための情報提供システムの構築を目指します。 

 自然環境の保全と共生のまちづくり 

 環 境 の 情 報 ：豊かな自然環境や歴史風土を保全し、後世に伝える情報化

であること。 

施策 
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市民生活の向上と活力ある都市を形成するため、本市の風土と特性を活かした産

業の振興を図ります。そのためには恵まれた観光資源を活用し、観光の振興を図る

ととともに、グリーン・ツーリズムを取り入れた多面的機能を有する農林業の発展、

地場産業の活性化、新規産業の導入が必要であり、これらの産業を支援する地域産

業活性化システムや観光情報の発信システムづくりを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

広域化・高度化していく情報化社会に対応し、活発な産業活動と豊かで安全な生

活に利活用していくことのできる総合的な情報通信基盤を整備していきます。 

さらに市民生活の向上や産業活動の発展を図るため、都市計画マスタープランな

どを活用して、本市の自然環境、歴史的環境に十分配慮しながら、魅力ある都市景

観の創出や交通体系、緑豊かな空間の整備を進め、個性があり、秩序ある都市空間

の形成を進めるためにＧＩＳ等を使った各種データベースの統合を進めます。 

 活力あふれる産業振興のまちづくり 

産業活動の情報化 

 潤いと快適の住環境をめざすまちづくり 

地域コミュニティーの情報化 

：技術革新に伴う高度情報化であること。 

：地域活動を推進する情報化であること。 

施策

施策
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市民が一人ひとりの生涯を通じた健康づくりを行い、地域の中で健康を保持し、

安心して生活するために、市民の健康づくりのサポートをするための情報提供や健

康管理を行うシステムの確立、医療機関との連携を図り、地域ぐるみの福祉の増進

を図るためのネットワークやボランティアの支援システムの確立を目指します。 

 また、防犯、消防、救急などの分野で市民の生活や生命の安全確保や、地震や台

風などの災害時や緊急事態の発生時の迅速かつ適切な対応を支援する防災情報シス

テムの整備に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市では、美しい自然、歴史的風土に育まれ、蓄積されてきた豊かな文化が地域、

市民の中にいきいきと息づき、様々な交流を通して個性豊かな市民文化を創造する

まちづくりを推進するとともに、人権尊重を基本として、家庭、地域、行政の協働

による生涯にわたる学習を進め、豊かな人づくりをめざしています。 

 これらを支援するシステムとして、文化を保存・継承し、住民が誰でもいつでも

伝統文化・地域遺産の情報に触れることができる機能の整備や、市民主体の文化活

動を支援･活性化する文化情報システム、生涯学習活動を支援する生涯学習支援情報

システムに取り組みます。 

健康と安全・安心のまちづくり 

医療・福祉と防災の情報

個性を磨く教育・文化のまちづくり 

学校教育・生涯学習の情報化 

：地域医療を充実させ、災害時に早急な対応が出来

る情報化であること。 

：地域と学校が連携強化できる情報化であるこ

施策

施策



 

 

‐32‐ 

 

 

 

 

 

 

 

開かれた行政の推進は、市民と行政との相互信頼関係をより一層高めます。市民

の主体性が生かされる行政の実現に向け、電子自治体窓口（ポータルサイト）の実

現、電子情報公開システム、電子相談システムなどの構築を目指します。 

 また、出先機関や郵便局での自動交付端末を使用することにより住民票や

所得証明等取得ができるネットワーク整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個人や法人情報の保護、情報セキュリティーに配慮しながら住民に対する行政の

情報公開制度の充実を図るとともに、行財政の効率的運営、人材の育成、情報ネッ

トワーク化の高度化を推進するために地域公共ネットワークの整備を含め、迅速で

質の高い行政サービスの提供と効率的な財政運営に寄与する情報システムの導入を

目指します。 

 

住民参加と協働のまちづくり 

市民主体の情報化 

健全な行財政運営をめざすまちづくり 

行政の情報化 

：市民と行政の双方向の情報化であること。 

：情報公開が充実する情報化であること。 

施策

施策
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１．システム整備計画の概要 

 

5.1 情報通信基盤整備 

 

民間事業者による情報通信基盤整備が期待できないこの地域において、どのような手

法で情報通信基盤を整備することが適当であるのか、また情報通信基盤の整備や保守に

は高度で専門的な技術知識が必要であり、かつ技術進歩がめまぐるしいことから、十分

な検討が必要です。 

なお、情報通信基盤整備については、 

○ 放送系（テレビ）と通信系（インターネット）の両基盤について総合的に整備す

ること 

を前提として、全ての住民が等しくＩCＴ化の利便を享受できる情報化（ユニバ

ーサルサービス）と高齢者、障害のある人にやさしい情報化（バリアフリーサー

ビス）などの視点に加え、 

○ 住民ニーズに応えられるシステムであること 

○ 将来拡張性が持てるシステムであること 

の視点も重要と考えます。 

 

 

第 5章.地域情報化の推進 
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5.1.1 情報通信基盤の体系 

 

情報通信基盤には、目的により行政系と加入者系に分類されるほか、機能により通

信系と放送系に分類されます。それらの分類がクロスすることで複雑多岐にわたる基

盤形態を作っています。 

行政系ネットワーク基盤は、公共施設等の間を光ファイバや無線などによりブロー

ドバンド接続し、行政情報の提供や公共施設の予約、防災や教育などの   ＩＣＴ

サービスを提供するものであり、行政内部の独立した基盤と地域イントラネットのよ

うに行政の情報を住民等に提供するための基盤です。 

加入者系ネットワーク基盤は、各世帯までをネットワーク化するものであり、住民

が任意に情報サービス（放送・通信サービス）を選択し、享受することのできる基盤

と位置づけられます。 

なお、行政系ネットワーク基盤は、加入者系ネットワークのバックボーンとして活

用されるものでもあります。 

また、通信系と放送系についていえば、通信系はインターネット技術を活用してパ

ソコンを主な端末として情報を提供するもの、放送系はテレビ放送の再送信や自主放

送番組を中心にテレビを主な端末として情報を提供するものに区分できます。 
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情報通信基盤の整備目的と整備基盤の体系 
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5.1.2 情報通信基盤の特徴の整理 

 

ここでは、情報通信基盤を検討するうえで、基本となる機能分類の通信系と放送系に

ついて、その特徴を整理します。 

通信系と放送系の基盤概要を次の図表でそれぞれ示します。 
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通信系の基盤概要 
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放送系の基盤概要 
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5.1.3 行政系ネットワーク基盤の整備方法 

 

○ 基盤整備における視点の整理 

 

行政系ネットワーク基盤は、公共施設等の間を光ファイバや無線などによりブロー

ドバンド接続するものであり、基盤を整備する際には、総務省の「地域公共ネット

ワークに係る標準仕様（平成 14 年 10 月策定、平成 15 年 10 月改訂）」に沿った

形で整備を行っていくことが望ましいと考えます。 

同標準仕様に基づくと、基盤を整備する際には、次のことを考慮することとなりま

す。 

 

a. 地域公共ネットワークを整備するに際し、各行政が共通するシステムなどの情

報を提供することで、地域公共ネットワークの整備が容易に着手可能となる。 

b. 適正規模での設計・整備により、過剰投資の回避・事業の効率的な実施が可能

となる。 

c. 偏った通信機器メーカーに依存せず、国際標準に則った多くの通信機器メーカ

ーの機器に対応したネットワーク構築により、ネットワークの構築、更新及び拡

張の際の負担減が可能となる。 
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地域公共ネットワークのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

地域公共ネットワーク

情
報
中
心
拠
点

 
 

Internet 
 

情
報
拠
点

市内小中学校 

福祉・環境施設 文化施設 

防災機関 

市民が地域間の情報通信格差に影響されることなく 
どこでもシステムを利用できる情報環境を実現 

情報システムを相互に接続・連携させ、効率的な 
利用、一元的管理ができる環境を実現 

総合行政 
ネットワーク 
（ＬＧＷＡＮ）

住民基本台帳 
ネットワーク 

国
・
県

国 

 
新城市役所 

愛知県 

高度情報通信 
ネットワーク 

 
鳳来総合支所 

 
作手総合支所 



 

 

‐41‐ 

5.1.4 行政系ネットワーク基盤の整備手法 

 

１ 基盤整備手法の概要 

行政系ネットワークの基幹網及び支線網を構築する手法としては、行政が自

らネットワークを構築する場合と、通信事業者等のネットワークを利用する場

合とに大別でき、通信事業者等のネットワークを利用する場合は、回線の保守、

運用を行政自らが行う必要がなく、短期間に開通が可能ですが、一般的に行政

が自らネットワークを構築する場合と比較して経常経費が高く、事業者の提供

するサービス内容に制約があるなどから、システム構築の自由度が高くないと

いう欠点があります。 

なお、隣接する豊川市にあっては、民間事業者が整備したダークファイバの

借り上げにより構築していますが、本市では採算性の問題から民間事業者によ

る基盤整備が期待できない状況であり、行政自らネットワークを構築する必要

があります。 

 

２ 整備手法の比較検討 

整備手法には、① 光ファイバにより構築するネットワーク、② FWA（無

線ネットワーク装置）により構築するネットワークの２つが考えられます。 

機能面の比較が次表のとおりですが、公共ネットワークであることからセキ

ュリティの面を重視すべきであることや加入者系ネットワークのバックボー

ンとしての位置づけを考慮すると光ファイバによるものが優れていると考え

られます。 
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代表的な構築手法の比較 

 

代表的な 

構築手法 
光ファイバ FWA（無線） 

概 要 

光ファイバによるネットワーク。メ

ディアコンバータやスイッチなどの

ネットワーク機器が対向に接続され

る。 

無線ネットワーク装置により

構築するネットワーク。規格に

よって免許が必要なものと、不

要なものがある。地域イントラ

ネ ッ ト 等 の 伝 送 路 と し て は

18GHz 帯が割り当てられてい

る。 

メリット 
・経常費用が安価。 

・敷設ルートやネットワーク設計の自由度、拡張性に優れる。 

デメリット 

・初期費用が高価。 

・工事にある程度の期間がかかる。 

・敷設経路の確認や手続きが必要。 

・設計しなければならない範囲が大き

い。 

・光ファイバネットワークの保守、運

用に関して行政が整備する必要が

ある。 

・規格によっては他方式に比べ通

信速度が低速、セキュリティ面

も劣る。 

・電波状況により通信速度が変化

したり、通信不能になる場合が

ある。 

機能・高速性 

光ファイバに接続する機器により選

択。 

100Mbps、1Gbps 等 

18GHz：最大 156Mbps 

保守面 
有線の部位が多いため、比較的保守量

が多い。 

有線の部位が少ないため、保守

量が少ない。 

信頼性 

施設間をループ状に接続した迂回回

線の確保など高信頼ネットワークを

構築可能。 

無線の規格によっては、周囲環

境の影響を受ける可能性有り。

（他無線との周波数共用による

速度低下など） 

セキュリティ 高い 
無線のため盗聴等への配慮、対

策が必要。 

地域性 制限無し 
環境条件により回線速度、信頼

性が変化。 

伝送路初期投資 高価 安価 

端末初期投資 D-ONU とパソコンが必要 無線ブリッジとパソコンが必要

回線借用料 - - 

全体運営費 
安価（光ファイバ及び機器の維持要件

に応じて費用が決定される） 
安価 

基幹網 ◎ △ 
適性 

支線網 ○ ○(注 2) 
地域公共ネットワークに係る標準仕様を基に作成 

注 1）適正の◎：非常に適している  ○：適している  △：一般には適さない 

注 2）18GHz 帯は、地域イントラネット等の伝送路として割り当てられ、通信速度も高速である

ことから「○」とする。 
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5.1.5 加入者系ネットワークの整備方法 

 

１ 加入者系ネットワークの整備の検討 

図表 5-2 及び 3 のように、通信系基盤には ADSL、FWA（無線）などがあ

り、放送系基盤には CATV、共聴施設があります。その中で将来性、経済性、

住民の利便性などを考慮して、条件不利地域において最も良いと考えられる情

報通信基盤を選択する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通信系・放送系の基盤と加入者系ネットワーク整備の視点との検討を次の図表に

示します。 

 

①都市部との情報格差を是正するのはもちろんのこと、市内地域間の情報

格差、世代間の情報格差などを是正できるシステムであること。 

②多種多様なサービスが提供可能であり、かつ将来拡張性が持てるシステ

ムであること。 

③導入の優先順位を充分検討し、段階的整備を図るため、これに対応でき

るシステムであること。 

④機器の将来的提供面、コスト面等を含みメンテナンスが容易なシステム

であること。 

⑤住民ニーズに合致していること。 

加入者系ネットワーク整備の視点 
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各基盤とネットワーク基盤の視点の検討 

区分 ＡＤＳＬ ＦＷＡ ＦＴＴＨ ＣＡＴＶ 共聴施設 

①情報格差

の是正 

技 術 的 に 通

信 距 離 が 短

い の で 、 全

域 展 開 が で

きない。 

情 報 入 手 は

基 本 的 に パ

ソ コ ン と な

る た め 、 習

熟が必要。 

全 域 展 開 が

可能。 

情 報 入 手 は

基 本 的 に パ

ソ コ ン と な

るため、習熟

が必要。 

全域展開が可

能。 

情報入手は基

本的にパソコ

ン と な る た

め、習熟が必

要。 

全域展開が可

能。 

情報入手は基

本的にテレビ

となる。 

通 信 環 境

がない。 

②サービス

提供と拡張

性 

現 在 の 法 制

度 上 、 地 上

デ ジ タ ル 放

送 の 再 送 信

は不可。 

イ ン タ ー ネ

ッ ト を 利 用

し た 多 彩 な

サ ー ビ ス 提

供が可能。 

現 在 の 法 制

度上、地上デ

ジ タ ル 放 送

の 再 送 信 は

不可。 

イ ン タ ー ネ

ッ ト を 利 用

し た 多 彩 な

サ ー ビ ス 提

供が可能。 

現在の法制度

上、地上デジ

タル放送の再

送信は不可。 

インターネッ

トを利用した

多彩なサービ

ス 提 供 が 可

能。 

現在の法制度

上、地上デジ

タル放送の再

送信は可能。 

インターネッ

トを利用した

多彩なサービ

ス 提 供 が 可

能。 

テ レ ビ 放

送 の 再 送

信 の み で

拡 張 性 に

欠ける。 

③段階的整

備 

基 本 的 に 通

信 事 業 者 の

基 盤 と な る

の で 、 運 用

面 で 制 約 を

受ける。 

基 本 的 に 通

信 事 業 者 の

基 盤 と な る

ので、運用面

で 制 約 を 受

ける。 

基本的に通信

事業者の基盤

となるので、

運用面で制約

を受ける。 

行政が自営で

行った場合、

運用面での制

約はないが、

民間事業者の

場合は制約を

受けるので、

何らかの契約

が必要。 

テ レ ビ 放

送 の み な

ので、特別

な サ ー ビ

ス を 追 加

できない。

④将来性と

メンテナン

ス 

将 来 性 に お

い て 、 通 信

速 度 と 通 信

距 離 に 問 題

がある。 

保 守 は 基 本

的 に 通 信 業

者が行う。 

将 来 性 に お

いて、通信速

度 に 若 干 の

問題がある。 

基 本 的 に 通

信 業 者 が 保

守を行うが、

有 線 の 部 位

が 少 な い の

で、保守量が

少ない。 

将来性におい

て、通信速度

と通信距離に

問題はない。 

保守は基本的

に通信業者が

行う。 

将来性におい

て、通信速度

と通信距離に

問題はない。 

行政が自営で

運営を行う場

合、保守が必

要となるが、

民間事業者が

運営を行う場

合は民間業者

が 保 守 を 行

う。 

メ ン テ ナ

ン ス は 比

較 的 少 な

いが、将来

性 に 乏 し

い。 

⑤住民ニー

ズ 

住民意向調査では、ケーブルテレビの整備を望む要望が３割を超え、一

番多い意見であった。 
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5.1.6 整備手法の比較 

 

第 3 章において整理された課題について、構築手法の比較を行うと次のとおり

です。 

 

課 題 
通信系

FTTH
ADSL CATV 

共聴施

設の改

修 

FWA 評価ポイント 

(1) 

テレビの難視聴

対策 

× × ◎ ◎ × 

FTTH・ADSL・FWAは

通信設備の為。 

ＣＡＴＶはテレビの再

送信に加え、行政放送可。

(2) 

インターネット

高速通信網の整

備 

◎ △ ◎ × △ 

ADSL は 再 投 資 の 可 能

性あり。 

FWAは無線であり、セ

キュリティの問題。 

(3) 

携帯電話不感地

域の解消 

△ × △ × × 

FTTH及びCATVは、携

帯電話基地局と交換局の

間のエントランス回線と

して活用が可能。 

(4) 

地域公共ネット

ワークの整備 

◎ △ ◎ × △ 
ADSLは、将来性に問題

あり。 

◎＝最 適  ○＝ 可  △＝ 制限つき可  ×＝ 不可 
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5.1.7 CATV 事業化の検討 

情報通信基盤の整備については、放送系（テレビ）と通信系（インターネット）

のいずれかの基盤が欠けた場合にあっても、地域の情報化を推進する上で課題を

残すと考えられることから、両基盤を併せて整備することを基本とした場合、次

の 3 通りの組み合わせが考えられます。 

 

 

 

 

これら３つのパターンを比較したものが次の表のとおりであり、基本的な機能、

地域情報提供の活用基盤あるいは将来性について、CATV が優位とされている

ものの、建設あるいは運用コストが多額となる問題点も指摘されます。 

情報通信基盤の整備にあたっては、機能面等に加え、「４.2.3 新城市地域情

報化の推進のための目標」の視点（ユニバーサルサービス・バリアフリーサービ

ス）からの検討も重要であるものの、ＣＡＴＶのもたらす効果を費用に換算する

ことは困難であり、各手法を単純に比較することはできないと考えられます。し

たがって、CATV 事業の課題が建設あるいは運用コストに多額な費用を要する

点を踏まえ、事業主体や運営方法など事業実現の可能性について検討が必要です。 

 

 

       CATV を整備     パターン１ 

       共聴施設改修（放送系）と ADSL（通信系）を整備 パターン２ 

       共聴施設改修（放送系）と FWA（無線）（通信系）を整パターン３ 
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放　送
系

機　能
○

・広帯域伝送が可能なため放
送の多チャンネル化、映像品質
向上が可能。
・市全域での行政、地域放送提
供が可能。
・地上デジタル放送に対応

△

・狭帯域伝送システムのため、
多チャンネル伝送には向いてい
ない。
・市全域での行政、地域放送提
供ができない。
・地上デジタル放送の対応には
改修が必要。

△

・狭帯域伝送システムのため、
多チャンネル伝送には向いてい
ない。
・市全域での行政、地域放送提
供ができない。
・地上デジタル放送の対応には
改修が必要。

通　信
系

機　能
○

・伝送距離に依存することなく
安定しているため、全域にわた
りサービス展開が可能。
・通信速度はHFC方式30Mbps、
FTTH方式100Mbps
・IP電話サービスが可能。

△

・ADSL収容局からの距離によ
り、通信速度が低下する場合や
サービスが提供できない場合
がある。
・光収容局エリアはサービスが
提供されない
・通信速度は1.5Mbps～40Mbps
程度
・IP電話サービスが可能。

△

・無線方式のため災害時の信
頼性は高い。
・無線鉄塔まで光ｹｰﾌﾞﾙの敷設
が必要。障害物、天候、他のシ
ステムとの干渉等により、通信
速度が低下、または通信不能と
なることがある。
・有線システムと比較してセキュ
リティ対策に配慮が必要。
・IP電話サービスが可能。

地域
情報

（コミュ
ニティ）

○
地域に特化したコミュニティ放
送やリクエストサービスによる
情報提供が可能。

△

共聴施設では再送信以外の情
報提供ができないため、イン
ターネットを活用したコミュニ
ティ情報提供となる。

△

共聴施設では再送信以外の情
報提供ができないため、イン
ターネットを活用したコミュニ
ティ情報提供となる。

行 政
情 報

○
様々な行政放送やリクエスト
サービスによる行政情報提供
が可能。

△
共聴施設では再送信以外の情
報提供ができないため、イン
ターネットを活用した行政情報

△
共聴施設では再送信以外の情
報提供ができないため、イン
ターネットを活用した行政情報

高齢者
等の配

慮
○

テレビによる情報提供のため、
わかり易く操作が容易。

△
パソコンによる情報提供のた
め、操作の習熟が必要。

△
パソコンによる情報提供のた
め、操作の習熟が必要。

○

CATV基盤の光ダークファイバ
を活用することにより、セキュリ
ティが確保された地域公共ネッ
トワークとして活用が可能。

△
公衆回線を使用するため、セ
キュリティに問題がある。

△
盗聴等セキュリティの配慮、対
策が必要。また、環境条件によ
り、回線速度、信頼性が変化。

△

・事業形態により、自治体の建
設コスト負担は異なるが、多額
の設備投資（施設改修費含）が
必要。
・CATV事業者の誘致により建
設費削減を図ることが可能。

○

・既存施設の改修が主であり、
自治体としてのコスト負担は抑
えられる。
・共聴施設の改修に対する支援
を行う場合はコスト負担が生じ
る。

○

・光ファイバーによる伝送路及
び無線基地の建設費用がかか
る。
・共聴施設の改修に対する支援
を行う場合はコスト負担が生じ
る。

△
事業形態により、自治体の運営
コスト負担は異なるが、多額の
運用コストが見込まれる。

○

・ADSLインターネットサービス
については、民間事業者による
事業展開のため、自治体として
のコスト負担はない。
・共聴施設の運用は従来通り組
合が行うが、維持費は従来程
度の負担が必要であり、将来の
設備改修に必要な積立て費用
などを考慮した利用料の設定

○

・FWAインターネットサービスが
民間事業者による事業展開の
場合、自治体としてのコスト負
担はない
・共聴施設の運用は従来通り組
合が行い、維持費は従来程度
の負担が必要であり、将来の設
備改修に必要な積み立て費用
などを考慮した利用料の設定

○
将来にわたり広帯域を利用した
多目的分野での基盤活用が可
能である。

△

将来にわたり地域情報提供な
ど多目的分野での活用に限界
がある。また、通信実効速度的
にも限界がある。

△

将来にわたり地域情報提供な
ど多目的分野での活用に限界
がある。また、通信実効速度的
にも限界がある。

共聴施設の改修・維持管理には、過
疎化によりますます組合員の負担が
大きくなる。
・FWAは、技術的に確立されている
ため特に問題なし。

項　　目 
放送基盤 
通信基盤 

概　　要 

将来性

その他
技術的に確立されているため特に問
題なし。

・共聴施設の改修・維持管理には、
過疎化によりますます組合員の負担
が大きくなる。
・ADSLは、通信距離により実効速度
が低下するため全域における通信
サービスが困難。

地域公共
ネットワーク
としての活

用

建設コスト

地
域
情
報
提
供
の
基
盤
活
用

運用コスト

光同軸併用方式もしくはオール光方
式のCATVでインターネットサービ
ス、放送サービスを共に提供する形
態。

パターン１ パターン２ パターン３
共聴施設改修 共聴施設改修

ＣＡＴＶ

インターネットサービスは民間事業
者によるADSLサービスにて提供し、
放送については現存の共聴施設を
改修して提供する形態。

インターネットサービスはFWA（無
線）サービスにて提供し、放送につい
ては現存の共聴施設を改修して提
供する形態。

基
盤
の
機
能
特
徴

ＡＤＳＬ ＦＷＡ（無線）
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５.2 ＣＡＴＶ事業の検討課題 

CATV 事業の特徴 

○ 住民ニーズ 

「放送」機能 

●テレビ難視聴地域に対して良好なテレビ放送を提供できる。 

●テレビ共聴施設維持管理が不要となる。 

●衛星放送を含む多チャンネルのテレビ放送が視聴可能となる。 

●自主制作番組により地域（行政）情報発信が可能となる。 

●高齢者等の情報弱者に対しても平等に地域情報の供給が可能となる。  

「通信」機能 

●ケーブルテレビの伝送路を利用して、高速インターネット接続が可能となる。 

●IP 電話の利用が可能となる。 

 

○ 行政ニーズ 

●住民への行政情報の迅速な提供できる。 

●行政の高度化・効率化が可能となる。 

●情報格差の是正が可能となる。 

●市町村合併による広域的なイントラ ネットの構築できる。 

●ユビキタス社会への推進が可能となる。 

●地域コミュニティ・産業などの活性化の一翼を担うことができる。 
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東海地域における CATV の普及状況 

現在の東海地域における CATV の普及状況は、総務省東海総合通信局の調査

によれば、東海地域の平成１8 年 3 月末における自主放送を行う許可施設（97

施設）のケーブルテレビ加入世帯数は平成 17 年３月末から 17 万世帯増加し、

２３１万世帯となり、世帯普及率は４２．６%となっています。 

区  別 加入世帯数 世帯普及率 

岐 阜 県 19.7 万世帯 27.8 % 

静 岡 県 35.0 万世帯 25.7 % 

愛 知 県 126.9 万世帯 47.4 % 

三 重 県 49.8 万世帯 73.2 % 

東 海 管 内 231.4 万世帯 42.6 % 

全   国 1912.8 万世帯 38.0 % 

 

 

5.2.3 CATV 事業の検討課題 

 

１ 事業主体 

CATV 事業の事業主体は、次の５つの形態が考えられます。 

条件不利地域である本市においては、民間事業者による民設民営方式は期待

できない状況にあるものの、公設民営方式など行政が一定の役割を果たすこと

により民間事業者の参入が可能となるものであり、建設や運営コストを抑える

手法として有益であると考えられます。 

 

① 公設公営方式 

建設、運営ともに自治体が行います。 

情報基盤整備に際し、住民向けネットワークに対しても、料金設定の裁量
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権が行政にあり、一般的に民間より安価にサービス提供が可能です。 

運用後においては、事業全般に裁量権があるので、サービス内容の充実、

ハードの増設等は柔軟な対応が可能です。 

一方、自前の情報基盤であるため、保守・修繕費用及び更新のための積立

などが断続的に必要となり、また、ローテーション人事による一時的な番組

の質の低下を招くなどの面に課題を残しています。 

運営コストについては、運営費の不足分は一般会計より補てんすることと

なるため、コスト意識は希薄になります。 

 

② 公設民営方式 

   建設は行政が行い、運営は民間事業者が行うものです。行政が建設した施

設を使って民間事業者がサービスを行うことになります。 

最近は、IRU 契約により、行政が民間事業者に伝送路を貸す手法が出始め

ているのが現状です。 

第 3 セクター方式と同様に、多チャンネルやインターネットサービスなど

の展開については運営の柔軟性が確保される他、運営に対するコスト意識が

高い反面、行政的立場にたった公共性、公平性、及びきめ細かなサービスの

提供等が十分確保されにくい面があります。 

 

③ 第３セクター方式 

    建設、運営とも第 3 セクターが行う方式であり、比較的規模の大きな市な

どで取り組みがなされています。多チャンネルやインターネットサービスな

どの展開については運営の柔軟性が確保される他、運営に対するコスト意識

も高い反面、行政的立場にたった公共性、公平性、及びきめ細かなサービス

の提供等が十分確保されにくい面があります。 

 

④ 公設公営一部委託方式 

    基本的には、公設公営方式と同じで、運営の柔軟性はある程度確保されま

すが、行政と事業者との役割分担を十分検討しておく必要があります。上手

に委託の方策を検討していけば、ローテーション人事による一時的な番組の



 

 

‐51‐ 

質の低下も防ぐことが可能です。 

運営コストについては、運営費の不足分は一般会計より補てんされますが、

委託する内容によって、コスト意識は希薄にも高くもなります。 

 

⑤ 民設民営方式 

    建設、運営とも民間事業者が行い、その施設を使って提供するサービスを

行政が負担することになります。最近は、維持管理費のコストが軽減できる

こと、民間が所有している IT 基盤を有効に使用できること、あるいは技術の

陳腐化に対応しやすいなどのメリットがあるため、この方式をＩＣＴの分野

に取組もうとする動きが注目されています。 

 

 

また、それぞれの方式におけるメリット・デメリットをまとめた表を次に示し

ます。 
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CATV 事業主体の比較 

 

区分 
公 設 公 営 方

式 

公 設 公 営 一

部 民 間 委 託

方式 

第 3 セクタ

ー方式 

公 設 民 営 方

式 

民 設 民 営 方

式 

施設設置許

可 
自治体 自治体 

第 3 セクタ

ー 
民間事業者 民間事業者 

運営コスト 

加 入 者 か ら

の加入金・利

用 料 を 基 本

とし、不足分

に つ い て は

一 般 会 計 よ

り補てん 

加 入 者 か ら

の加入金・利

用 料 を 基 本

とし、不足分

に つ い て は

一 般 会 計 よ

り補てん 

加 入 者 か ら

の加入金・利

用 料 を 基 本

とし、行政か

ら の 情 報 提

供 料 等 に て

対応 

加 入 者 か ら

の加入金・利

用 料 を 基 本

とする 

加 入 者 か ら

の加入金・利

用 料 を 基 本

とする 

コスト意識 

一 般 会 計 よ

り 補 て ん す

るので、コス

ト 意 識 は 希

薄 

委 託 す る 内

容によって、

コ ス ト 意 識

は 希 薄 に も

高くもなる 

高い 高い 高い 

サービス内

容 

行 政 が 主 体

であるため、

あ る 程 度 硬

直的になる 

委 託 す る 内

容によって、

柔 軟 な 対 応

が可能 

公共性、公平

性、及びきめ

細 か な サ ー

ビ ス の 提 供

等 が 十 分 確

保 さ れ に く

い面がある 

公共性、公平

性、及びきめ

細 か な サ ー

ビ ス の 提 供

等 が 十 分 確

保 さ れ に く

い面がある 

公共性、公平

性、及びきめ

細 か な サ ー

ビ ス の 提 供

等 が 十 分 確

保 さ れ に く

い面がある 

利用料金設

定 
行政主導 行政主導 民間主導 民間主導 民間主導 

 

 

 

２ インフラ整備手法 

 

現在、CATV のインフラ整備手法としては、各世帯まですべてを光ファイバで

つなぐ FTTH 方式と、基幹伝送路は光ファイバでつなぎ、接続ポイントから各世

帯までを同軸ケーブルでつなぐ HFC 方式がある。 

その概要は以下のとおりです。 
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66

FTTH方式
センター施設から各家庭までの加入者線を結ぶアクセス網を光ファイバ
化し、その光ファイバ網を一般家庭まで引き込み、超高速のネットワー
クサービスを実現すること。

V-ONU

D-ONU

65

HFC方式
光同軸ハイブリット方式と呼ばれるCATVの伝送方式。伝送路に光フィ
アバケーブル、分岐線に同軸ケーブルを使用する方式で、対象地域の
各加入者に同軸ケーブルのネットワークで電気信号を分配します。

  

また、FTTH 方式と HFC 方式を比較すると次のとおりです。 
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放送 ○
･CATV放送をTVで受信(多ﾁｬﾝﾈﾙ受信:770MHz)
･ﾁｬﾝﾈﾙ構成によってﾎｰﾑﾀｰﾐﾅﾙまたはSTVが必要 ○

･CATV放送をTVで受信(多ﾁｬﾝﾈﾙ受信:770MHz)
･ﾁｬﾝﾈﾙ構成によってﾎｰﾑﾀｰﾐﾅﾙまたはSTVが必要

IP電話 ○ 地域内通信料無料、域外へのIP電話も可能 ○ 地域内通信料無料、域外へのIP電話も可能

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ △
通信速度(最大):上り30Mbps、下り42Mbpsを
光ﾉｰﾄﾞあたりの加入者で共用(1世帯あたり数
Mbps程度)

○
通信速度(最大):上り1000Mbps、下り
1000Mbpsを光ｶﾌﾟﾗあたりの加入者で共用(1世
帯あたり80～100Mbps)

信頼性 △
屋外の伝送路に同軸ｱﾝﾌﾟやﾀｯﾌﾟやｺﾈｸﾀなどの伝送
機器が多数存在 ○

･屋外の伝送路に故障の原因となる機器がない
･光ｶﾌﾟﾗはﾊﾟｯｼﾌﾞな部品
･接続は融着による永久接続

運用性 △
屋外の伝送路に同軸ｱﾝﾌﾟやﾀｯﾌﾟなどの伝送機器の
ﾒﾝﾃﾅﾝｽが必須 ○ 屋外の伝送路にﾒﾝﾃﾅﾝｽが必要な機器がない

ｲﾆｼｬﾙ ○
･ｾﾝﾀ機器、宅内機器は標準的な製品があり、安価
･伝送機器の個数が多い △

･伝送路設備は安価になってきたものの、ｾﾝﾀ機
器、宅内機器は現時点では割高だが下がる方向

ﾗﾝﾆﾝｸﾞ △
･伝送路上の同軸ｱﾝﾌﾟへの給電が必須の為、電気
代がかさむ
･送路の機器が多いためﾒﾝﾃﾅﾝｽ費用がかさむ

○ ･伝送路上にﾒﾝﾃﾅﾝｽを要する機器がない 

△
加入者宅の壁貫通の穴あけが必要な場合がある
（保安器から通信用と映像用の2本の同軸ｹｰﾌﾞﾙ配
線)

○
細い光ｹｰﾌﾞﾙ1本のみ。壁貫通工事が不要な場合が
多い(換気扇、ｸｰﾗ配管などの隙間から配線が可能)

△
･将来、FTTHへの以降には、伝送路の再工事、
機器の大掛かりな変更が必要
･ｱﾝﾌﾟは10年程度で更新が必要

○
･長期にわたり、ニーズ変化などに対応できる
･将来対応として、IP統一伝送への移行も容易

FTTH方式＜PON方式＞

総合評価

その他ﾃﾞﾒﾘｯﾄ

その他ﾒﾘｯﾄ

将来性

･今まで主流であった方式
･ｾﾝﾀ～光ﾉｰﾄﾞまでは光ﾌｧｲﾊﾞ、光ﾉｰﾄﾞ～各加入者までは
同軸ｹｰﾌﾞﾙで伝送

･現在主流になりつつある方式
･ｾﾝﾀ～光ｶﾌﾟﾗ～各加入者まで光ﾌｧｲﾊﾞ
･放送と通信を別心(2心)または1心光波長多重で別系伝
送

･同軸ｹｰﾌﾞﾙ、伝送機器、宅内機器に対する雷害のﾘｽｸが
ある
･光ﾉｰﾄﾞあたりの加入者が多いため、流合雑音多くなる
･通信帯域の観点から、双方向ｻｰﾋﾞｽに一部制限
･保守対象機器が多いため保守料がかかり、電気代がか
さむ

△

･波長多重方式では、通信の放送への影響を制御必要だ
が、総務省答申でｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが出ており、2心方式では問
題ない
･最近主流になりつつあるｼｽﾃﾑのため、地元工事業者に
対しての技術指導が必要

○

CATVにおける「HFC方式」と「FTTH方式」の比較

･国内実績が多い
･標準的なｼｽﾃﾑであり、運用、構築もできる業者も多い

概要

機
能
／
性
能

コ
ス
ト

引込工事

方式 HFC方式

･雷害のﾘｽｸが非常に少ない
･伝送路での給電なし、雑音もない
･ｾﾝﾀ、ｻﾌﾞｾﾝﾀからの無線中継伝送距離が比較的長い
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上記のとおり、コスト面においては、ＨＦＣ方式が若干安価であるものの、機

能面、将来性等総合的に判断した場合、ＦＴＴＨ方式が優位な結果となっていま

す。 

 

 

5.2.4 光ファイバによる情報通信網の整備 

この地域における情報格差を是正するためには、市内全域での情報通信基盤網

の整備が必要であり、地上デジタル波の対応、インターネット環境の向上あるい

は地域情報や行政情報を伝える手段とし、CATV 事業は有効な手段と考えられ

ます。ＣＡＴＶ事業は、多額な建設コストに加え、毎年の運用コストの負担も大

きいものの、それを上回る効果が期待できます。 

このことから、市内全域に光ファイバによる双方向の超高速情報通信網を整

備し、ＣＡＴＶあるいはインターネット事業を展開することを推進します。 

なお、ＣＡＴＶ等事業運営については、民間活力を積極的に活用するなど、

効率性を追及し、将来にわたり安定した運営を目指すこととします。 
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5.3 情報システム整備 

 

5.3.1 地域情報化におけるアプリケーション 

 

情報通信基盤整備による地域情報化は、ブロードバンド環境の向上や地上波デ

ジタルの対応など、情報格差の是正に対する当面の課題に応えることに加え、保

健、医療、福祉、文化、交通、防災等あらゆる公共サービスの分野での情報の提

供について、市民生活の全般的な質の向上が期待されます。 

提供可能なサービスには、テレビ放送による「放送系サービス」とデータ通信

による「通信系サービス」の２種類があり、具体的なシステムであるアプリケー

ションの導入については、次の留意事項や住民ニーズ調査を踏まえ、検討、決定

することとなります。 

 

１ 導入されるアプリケーションの留意事項 

 

① 住民ニーズの高いサービスを選択する 

提供するアプリケーションを選択する場合は、住民ニーズ調査や関係機関か

らのヒアリング内容を十分検討した上で、地域の要望の高いサービスを中心に

展開すべきです。 

 

② 提供するサービスの段階的整備 

提供するアプリケーションは段階的に整備が可能であることから、投資効果

や運営スタッフの要員計画も含め、計画的に整備する必要があります。 

 

③ 地域の実態に合ったサービスを選択 

アプリケーションの選択は、地域事情をよく考慮し行う必要があります。

地域ごとに抱える事情は違い、高齢化率や難視聴地域等の地形的条件等を総

合的に判断しサービスを選択する必要があります。 
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２ 住民ニーズ調査において導入が期待されているアプリケーション 

 

平成17年８月に実施された住民ニーズ調査の集計結果から、導入が期待され

ているアプリケーションの分野別順位は次のとおりである。 

 

<保健･医療･福祉の分野> 

① 病院の休日診療や救急医療に関する情報が入手でき、診察予約や医師照会が

できる 

② 自宅で、血圧や心電図を測定し、市町村の健康福祉施設から保健指導を受け

ることができる 

③ 自宅と健康福祉施設との間で、遠隔介護サービスを受けることができる 

④ 予防接種や各種健康診断などに関する情報が入手できる 

 

<教育の分野> 

① 各種の講習・研修会の情報が入手でき、参加予約ができる 

② 動画や音声などを利用し、自宅や外出先で学習できる 

③ 育児・教育などの問題について、保護者と学校の間で意見交換や議論ができ

る 

④ 図書館の蔵書の検索、予約ができる 

⑤ ホームページ上で学校行事での子ども達の様子を見ることができる 

⑥ 学校間でテレビ会議や授業ができる 

 

 

 

<産業･観光の分野> 

① 市内の観光・レジャー・イベントに関する情報を入手できる 

② 地元商店街が提供する商品の情報を入手でき、購入できる 

③ 特産物・観光案内情報及び観光施設情報を地域内外に発信できる 

④ 地元商店街が、買物情報・イベント情報を地域内外に発信できる 
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<住民生活・ｺﾐｭﾆﾃｨ・防災の分野> 

① 緊急時に、市役所や消防署から、災害状況・避難誘導・避難場所・道路情報

等の緊急災害情報を受けることができる 

② テレビを、良好な画質で、多くのチャンネルを視聴できる 

③ 市内であれば、無料で個々の通話・FAXができる 

④ 各家庭で、集落内の会合情報等を入手できる 

 

<行政・広報の分野> 

① 自宅や各種公共施設、郵便局など身近な施設で、住民票や各種証明書などの

申請手続きができる 

② 公共施設の情報や行政に関する情報を入手できる 

③ 議会の会期日程、議案、質疑などの情報を入手できる 

④ スポーツ施設、会議施設などの公共施設の空き状況の確認や予約ができる 

⑤ テレビ電話などにより、身近な公共施設（総合支所など）から、顔を見なが

ら本庁職員と対話ができる 
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5.3.2 情報システムの具体的な柱 

 

１ 情報提供システム 

自主放送システムなどの放送系サービスや地域公共ネットワーク、Ｗｅｂシス

テムの通信系サービスをツールとして、防災・医療・福祉・教育など様々な公共

分野の積極的な情報の提供に加え、市のホームページについて地域の生活、経済、

文化のポータルサイトとしての機能を充実させ、双方向のコミュニケーションを

目指します。 
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２ 教育ネットワークシステム 

将来を担う人材を育成するため、学校教育における情報リテラシーや個性豊

かな能力の向上を目的に、地域公共ネットワークを活用し教材の共有やテレビ

会議システムによる研究発表など教育ネットワークシステムを整備します。 

 

 

 

３ 市民の利便性の向上 

ＬＡＮに代表されるようにネットワーク技術の高度利活用により、行政内部

の事務事業の簡素・効率化を図り、各種申請・届出等手続きの電子化、ワンス

トップサービス実施を推進して、住民・企業に対する行政サービスを効率的に

かつ高品質で提供が可能となる情報システムを整備します。 
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5.3.3 段階的に導入を検討する情報システム 

 

今後、さらに新市まちづくり計画の７つの基本方針を基軸にした地域情報化施

策を推進するために、段階的に導入を検討する情報システムついて示します。 

 

 

 

 

段階的に導入を検討する情報システム  

 

【自然環境保全、省資源化する情報システムの整備】 

主要な施策 対応するシステム 

環境を大切にする循環型のまちづ

くり 

・粗大ゴミ戸別収集受付システム 

・不法投棄多発地点監視システム 

・環境管理システム 

快適な生活環境の充実 

・環境学習支援システム  

・市民環境活動サポートシステム 

・環境情報提供システム 

 

【産業間のネットワーク形成に寄与するシステムの整備】 

主要な施策 対応するシステム 

観光の振興 ・観光・物産情報発信システム 

農林業の振興 
・水土里情報利活用システム 

・グリーン・ツーリズム支援システム 

工業の振興 

商業の振興 
・地域活性化支援システム 
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【生活環境の安全性、利便性の向上を図るシステム整備】 

主要な施策 対応するシステム 

個性的な都市空間の形成 
・都市整備システム 

・まちづくり支援システム 

交通体系の確立 ・道路交通情報システム 

 

 

【健康を維持し続け、防災で安心して暮らせるシステムの整備】 

主要な施策 対応するシステム 

・健康づくり支援システム 
生涯にわたる健康づくりの推進 

・遠隔医療システム 

市民の手によるまちづくりの推進 ・福祉ボランティア情報システム 

・災害情報システム（ハザードマップ） 

・消防支援情報システム 

・避難所情報システム 

・災害弱者救援システム 

・危険物災害情報支援システム 

・救急医療情報システム 

防災で安心して生活できる環境づ

くり 

・土砂防災通報システム 

 

 

【次世代を担う人材育成、生涯学習支援や文化情報システムの整備】  

主要な施策 対応するシステム 

地域に根ざした個性ある文化の創

造 

・文化情報支援システム 

・デジタルミュージアムシステム 
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【行政に住民が参加し易く、情報公開が推進されるシステムの整備】 

主要な施策 対応するシステム 

・住民総合窓口サービスシステム 

・電子公共施設予約･抽選システム 

・電子情報公開システム 

・電子相談システム 

・電子調達システム 

・電子投票・期日前投票システム 

・議会放映システム 

・例規データベース検索システム 

 

開かれた市政の推進をささえ

る情報化 

・公共下水道情報提供システム 

 

【行財政運営の効率化が的確に推進されるシステムの整備】 

主要な施策 対応するシステム 

・行政事務総合システム（統合型文書管理システ

ム） 

・ＩＣカード高度活用システム 

・統合型地図情報システム（ＧＩＳ） 

・行政評価システム 

・出退勤管理システム 

・行政コスト計算システム 

・設計・契約管理システム 

・生活保護システム 

・支援費システム 

・電子カルテシステム 

効率的な行財政運営の推進 

・病診連携システム 
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・オーダリングシステム 

・電子レセプトシステム 

・ホームページコンテンツマネジメントシステム

・公共料金自動検針システム 

・火葬予約システム 

・地方税電子申告システム 

・滞納管理システム（滞納モバイルシステムを含む）

 

・マルチペイメントシステム 
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5.4 情報拠点整備 

 

支所、学校、コミュニティ施設等、８１箇所の公共施設を情報拠点として整備

し、ネットワーク化することにより、行政サービスの提供の場、行政情報・地域

情報等様々な情報の共有の場、あるいは地域コミュニティの活動の場とし、過疎

化、高齢化が進むこの地域において、距離等による制約の解消につながることが

期待されます。 

 

 

 

保育園／幼稚園（22園）

新城市情報センター
(仮称)

光ファイバ網
（自営）

小学校（20
校）

新城市役所
＜本庁舎、東庁舎、第二庁舎、仮庁舎＞

環境関連施設
（3施設）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ
中学校（６校）

鳳来総合支所

作手総合支所

消防署、鳳来分署、作手分
署

福祉･医療施設（9施設）

公民館、ｺﾐｭﾆﾃｨ関連施設
（3施設）

100Mbps
その他公共施設
（9施設）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施設）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施

設）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施

設）

双方向画像伝送端
末
TV会議端末
（各1台／校）

ｷｵｽｸ端末
（1台）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施設）

ｷｵｽｸ端末
（1台）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施設）

双方向画像伝送端
末
TV会議端末
（各1台／校）
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鳳来総合支所
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消防署、鳳来分署、作手分
署

福祉･医療施設（9施設）

公民館、ｺﾐｭﾆﾃｨ関連施設
（3施設）

100Mbps
その他公共施設
（9施設）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施設）

ｷｵｽｸ端末
（1台／施

設）
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（1台／施

設）

双方向画像伝送端
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情報拠点施設一覧（８１箇所） 

新城市役所本庁舎 川合保育園 八名中学校 

新城市役所東庁舎 幼児センター作手保育園 鳳来中学校 

新城市役所第二庁舎 新城幼稚園 作手中学校 

新城市役所仮庁舎 八名幼稚園 清掃センター 

鳳来総合支所 新城小学校 しんしろ斎苑 

作手総合支所 千郷小学校 クリーンセンター 

新城市消防署 東郷西小学校 養護老人ホーム寿楽荘 

新城市消防署鳳来分署 東郷東小学校 しんしろ福祉会館 

新城市消防署作手出張所 舟着小学校 おおぞら園 

中央保育園 八名小学校 作手高齢者生活福祉センター虹の郷 

城北保育園 庭野小学校 新城保健センター 

千郷東保育園 鳳来中部小学校 鳳来保健センター 

千郷中保育園 鳳来寺小学校 作手保健センター 

千郷西保育園 鳳来西小学校 新城市民病院 

東郷東保育園 海老小学校 作手診療所 

東郷中保育園 連谷小学校 新城地域文化広場（新城文化会館） 

東郷西保育園 山吉田小学校 
鳳来地域間交流施設（旧七郷一色小学

校） 

東部保育園 黄柳野小学校 鳳来開発センター 

宇利保育園 東陽小学校 設楽原歴史資料館 

吉川保育園 鳳来東小学校 鳳来寺山自然科学博物館 

長篠保育園 菅守小学校 長篠城址史跡保存館 

鳳来保育園 開成小学校 作手歴史民俗資料館 

鳳来西保育園 巴小学校 新城市民体育館 

海老保育園 協和小学校 作手B&G海洋センター 

山吉田保育園 新城中学校 つくで手作り村 

大野保育園 千郷中学校 勤労青少年ホーム 

能登瀬保育園 東郷中学校 新城まちなみ情報センター 
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5.5 各種補助事業及び各種支援制度の整理 

 

本市において、自主財源により情報通信基盤の建設費用を賄うことは財政負担

が大きいことから、償還費用の負担を少しでも軽減するためにも、有利な国の助

成制度を活用する必要があります。 

平成 18 年度から加入者系における助成制度は、総務省の一部の補助制度が交付

金となり、農林水産省と同じ形態になります。また、交付金等に合わせて、起債

を起こすことも可能であることから、広く検討していくことが必要です。なお、、

総務省には、行政の情報化を支援する地域イントラネット基盤整備事業もありま

す。 

以下に情報通信基盤整備に係る助成制度を示します。 
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（1）総務省事業 

1）加入者系の交付金事業について 

名  称 地域情報通信基盤整備推進交付金 

概  要 

サービスの種別による事業の区分を廃し、ケーブルテレビ、

ADSL、FWA 等地域間の情報格差是正に必要となる施設を幅

広く支援の対象とすることにより、地域の柔軟かつ効率的な

ICT 基盤整備を推進する。 

事業実施主体 

①過疎、離島*、半島、山村、豪雪及び沖縄県のこれらに該当

する市町村（＊離島には、奄美、小笠原、を含む。） 

②上記①を含む合併市町村又は連携主体 

（合併年度及びこれに続く 3 年度に限り交付対象とする。） 

③第 3 セクター法人 

対 象 設 備 

◇本体設備 

（アンテナ施設、ヘッドエンド、鉄塔、光電変換装置、無

線アクセス装置、デジタル加入者回線多重化装置、衛星地

球局、海中中継装置、海底分岐装置など） 

◇付帯設備 

（センター施設、外溝施設、受電設備、電源設備、スタジ

オ施設、伝送設備、監視装置、測定器、用地取得費・道路

設備費、局舎、構内伝送路、送受信装置など） 

交 付 率 ①②…1/3 ③ …1/4 

イメージ図 

 

 

出所）総務省資

アンテナ施設

ヘッドエンド

鉄塔

光電変換装置

無線アクセス装置

デジタル加入者回線多重化装置

衛星地球局

海中中継装置

海底分岐装置

センター施設

外溝施設

受電設備

スタジオ設備

伝送施設

監視装置

測定器

用地取得費・道路設備費

局舎

構内伝送路

送受信装置

ケーブルテレビ

A D S L

F W A

衛星インターネット

等

本体施設 附帯施設 サービス

地域の知恵と工夫を活かしつつ、柔軟かつ効率的な情報格差の解消を推進地域の知恵と工夫を活かしつつ、柔軟かつ効率的な情報格差の解消を推進
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2）地域公共ネットワーク整備の推進 

事業名 地域イントラネット基盤施設整備事業 

概 要 
地域の教育、行政等の高度化を図るため、公共施設等を結ぶ高

速･超高速 LAN(地域イントラネット)整備に対する補助 

事業実施主

体 

①都道府県 

②市町村 

③第 3 セクター 

④複数の地方公共団体の連携主体 

対象設備 

・センター設備（構内伝送路、送受信装置、映像ライブラリー装

置、用地等） 

・伝送路 

・双方向画像伝送装置 

・センター局舎 

補 助 率 

① 都道府県、市町村単独の場合、及び都道府県・政令市・中核

市から成る連携主体の場合…1/3 

② ①以外の連携主体の場合、合併市町村（ただし、合併年度及

びこれに続く一カ年度に限る。）、 及び沖縄県、沖縄県内の市

町村の場合…1/2 

③ 第 3 セクターの場合…1/4 

地方財政措

置 

①一般単独事業債 

②過疎債 

③辺地債 

イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所）地域情報通信振興関連施策 
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3）起債事業 

事 業 名 地域活性化事業債 財源対策債 

概  要 

（主な条件等） 

地方情報通信基盤整備事業計

画の策定を行う。 

＜対象事業＞ 

①地方単独事業により整備さ

れるもの 

 1)公共施設等を接続するネ

ットワークの整備 

 2)条件不利地域における加

入者系光ファイバ網の整

備 

 3)行政情報の提供等を目的

とするケーブルテレビの

整備 

 4) ソ フ ト ウ ェ ア 団 地 、

SOHO 等の立地促進のた

めの情報インフラの整備 

 5)地域衛星通信ネットワー

ク整備構想に基づく地球

局等の整備 

 6)デジタル･ミュージアム構

想の推進に資するシステ

ムの整備 

 7)地域情報拠点施設の整備 

 8)その他、本事業の目的を達

成するために特に必要と

認められる施設等の整備 

②国庫補助事業により整備さ

れ       る 

  上記①の 1)～3)及び 7)の

補助裏に充当 

地域格差の是正や活力ある地域

社会の形成に資するための地域

公共ネットワークの整備等、特に

推進すべき事業に地域活性化事

業債に加えて充当される。 

支援措置 
充 当 率： 75% 

交付税措置： 30% 

充 当 率： 15% 

交付税措置： 50% 

 

事 業 名 過疎対策事業債 辺地対策事業債 

概  要 

（主な条件等） 

補助事業の補助裏に充当可 補助事業の補助裏に充当可 

支援措置 
充 当 率： 100% 

交付税措置： 70% 

充 当 率： 100% 

交付税措置： 80% 
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事 業 名 合併特例債 

概  要 

（主な条件

等） 

合併市町村が市町村建設計画に基づく特に必要な事業又は市町

村振興のための基金造成に要する経費で、市町村合併の地方財政措

置の拡充通知に基づくもの 

支援措置 
充 当 率： 95% 

交付税措置： 70% 
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（2）農林水産省の交付金について 

名  称 元気な地域づくり交付金 

概  要 

地方公共団体、農業関係機関等公共機関の情報通信ネッ

トワークを構築し、農業情報を含む行政情報等の提供を行

うとともに、高速･大容量及び双方向通信等を可能とする

ケーブルテレビの整備に対する交付金 

事業実施主体 

①都道府県 

②市町村 

③一部事務組合 

④農業協同組合  等 

対 象 地 域 原則として農業振興地域 

対 象 設 備 

・高速インターネットシステム 

・CATV 

・情報センター（受発信装置、ｻｰﾊﾞ･ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ等） 

・公的施設を結ぶ伝送路設備（伝送路、変換器等） 

・土地改良施設等管理情報機器 

・土地改良施設等の遠隔監視システム  等 

交 付 率 1/3 相当 

特記事項 

・高速インターネットサービスの提供が行われること。 

・整備区域内において、他の事業主体による高速インター

ネットサービスが行われていない区域を有すること。 

イメージ図 

  

 

 

 

 

出所）農林水産省資料 

鉄塔

受信アンテナ

インターネット

同軸ケーブル

情報検索・送出設備

地域情報センター施設

スタジオ施設

ヘッドエンド等

土地改良施設等

農家・一般世帯等

農業振興地域

光ファイバ

公共施設等
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6.1 情報化計画推進体制の確立 

行政情報化あるいは地域情報化について、組織的に推進するためには、強いリーダーシ

ップが発揮できる庁内の推進体制が必要となります。また、ICT 化が進展するに伴い、セ

キュリティ強化の必要性や高度な ICT 対応機能の向上が求められるため、当該機能を担当

する組織についても充実する必要があります。 

 

6.1.1 行政情報化推進体制 

行政情報化は、各部署における様々な業務の情報化が必要であり、単に情報推進担当

課だけでの対応では難しく、各部署が主体的になった取り組みが必要です。したがって、

全庁的に管理する横断的な推進体制の構築が必要であることから、市長あるいは助役な

ど然るべき役職者が CIO（Chief Information Officer 情報化統括責任者）となり、

CIO を委員長とする情報化推進委員会を設置し、強力なリーダーシップの下、スピーデ

ィーな施策づくりを進める必要があります。 

また、当委員会のもと、情報化プロジェクト、ワーキンググループからなる研究・調

査グループとそれをサポートする情報化推進事務局から構成された組織体制の充実も

必要です。 

情報化推進体制

C I O

情報化推進委員会

情報化プロジェクト
（関係課長）

ワーキンググループ

推進主任者
（各部局の主管課長）

情報化リーダー

ヨコ組織による推進 タテ組織による推進

 

第 6 章 情報化計画の推進に向けた体制と留意点 
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6.1.2 地域情報化推進体制 

行政機関相互の連携に加え、ＮＰＯや地域の各種団体などとの連携も積極的に

図りながら、地域全体の情報化の推進に取り組んでいく必要があり、行政・地域住

民・学識経験者・民間企業等から組織する委員会の設置についても検討していくこ

とが望ましい。 

また、加入者系については、民間事業者により展開することとした場合、例え

ば自主放送番組などを用いて住民への情報提供を図るため広報の専門部署を設け、

民間事業者との連携、行政内部の調整、関係機関との連携を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 住 民 

民間ＣＡＴＶ事業者 

広 報 担 当 部 署 

・映像・音声を中心と 
した情報の提供 

・自主放送番組など 
への参加 

イベント取材 

インターネットなどを
用いた情報提供、住 
民サービスの提供

災害情報の提供

役 所 内 各 課 

情報の収集の提供 
行事などの日程調査

各関係機関 

情報提供の住民 
ニーズの把握 

災害情報の提供 

地 域 住 民 

民間事業者

広 報 担 当 部 署 

・映像・音声を中心と 
した情報の提供 

・自主放送番組など 
への参加 

イベント取材 

インターネットなどを
用いた情報提供、住 
民サービスの提供

災害情報の提供

役 所 内 各 課 

情報の収集の提供 
行事などの日程調査

各関係機関 

情報提供の住民 
ニーズの把握 

災害情報の提供 
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6.2 情報システムの管理運営体制 

情報システムを運営していくことは、上下水道や電気と同じように半永久的に

サービス提供をしていくことになる上、今後は、地域住民に対して上下水道や電気

以上に、多種多様で重要な価値があるサービスを提供していくことである。そのた

めにも運営は万全の体制で取り組むべきであり、担当部署だけでなく職員全員を含

めた行政全体がＩＣＴ推進の必要性、重要性を理解し、適正な体制整備を行う必要

があります。 

また、「システム運用管理（オペレーションなど）」や「ネットワーク保守（障

害や不正アクセスの監視と迅速な対処）」など、各種情報システムや地域公共ネッ

トワークの運用については、専門的なノウハウが必要であり、職員の運用管理負荷

の軽減と外部の専門技術ノウハウの活用を図るため、「外部委託（アウトソーシン

グ）」を推進していくことが重要です。 

 

6.3 情報化推進に向けた留意点 

当地域における地域情報化施策の振興方策、情報通信基盤の検討をしてきまし

たが、行政を取り巻く環境や情報システムを取り巻く技術動向、コスト面等、不透

明な要因が多いのも事実です。これらの問題点は地域住民も含め情報化の議論を進

めていくなかで、継続して検討を図っていく必要があり、今後の課題として以下に

列記します。 

 

① サービスの広域展開 

アプリケーションサービスの展開については、近隣市町と広域展開を図ること

が効率的なサービスと市単独で取り組まざるをえないサービスとがあります。各提

供サービスの必要性を踏まえたうえで広域展開と単独展開を見極めるとともに、運

営費の軽減という見地からも広域展開を前向きに検討していく必要があります。 
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② サービスの段階的整備 

情報システムにより提供できるアプリケーションサービスは多様なものがあり、

当初からの過剰なサービス提供は、運営の支障になりかねません。また、提供する

アプリケーションサービスのメニュー及びそれによって提供されるコンテンツに

より、地域住民の受ける利益、利便性の向上の程度は大きく影響を受けることにな

ります。行政として取り組むべきサービスかどうか、技術動向、コスト面及びスタ

ッフの体制等を総合的に判断し、住民ニーズの高い『気象情報（災害情報など）』

や『役所、学校その他各種団体の情報』、及び『成人病・老人病などの予防医学情

報や育児・健康・保険・福祉情報』等を優先的に取り組む必要があります。 

 

③ 人材の育成 

情報システムをより多くの住民に利用してもらうためには、提供する情報の内

容を充実させるだけでなく、継続的な更新が必要となります。また、システムが常

に正常に稼働するための日常的なメンテナンスも必要になるだけでなく、地域住民

全体が、常に情報化に関心を持ち続ける組織、体制づくりを地域が一体となった人

材の育成が必要です。 

 

④ 人権・プライバシーの保護等 

本計画のサービスには、保険・医療・福祉システムのデータベース構築などに

代表されるように、人権や個人プライバシーにかかわる情報を扱うサービスが多く

あります。このため、基本的人権を尊重するためにも、個人を侵害するような情報

収集、分析、提供を行わないことはもちろんのこと、これらの個人情報の漏洩や、

第三者による不正利用については、十分に留意し運用にあたる必要があります。 
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⑤ 受益者負担の軽減 

ＣＡＴＶを整備した場合は、受益者に相応の負担が生じることになりますが、

行政からのお知らせ、防災情報の提供など、公的な要素が多く含まれるため、住民

への情報の周知徹底の観点からも、少しでも加入者を得られるよう、CATV 事業

者と協議しながら、加入しやすい環境を整備していく必要があります。 

 

⑥ 高齢者等への対応 

住民ニーズ調査結果からＰＣの有無を調べると、６５．３％の家庭で保有して

いることがわかります。しかし、高齢化社会が進んでいる当地域では、今後高齢者

等が情報化の恩恵から取り残されてしまいます。広く公平に情報提供をする必要性

から、高齢者を対象とした IT 講習会や情報弱者が見るためのホームページ作成の

支援を展開していく必要があります。
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具体的な行動計画は、基盤整備、アプリケーション整備、推進体制整備など、それぞ

れの分野について、段階的に検討を進めます。 

第 1 段階として、情報通信基盤の整備としての情報プラットホームの整備であり、第

２段階として、情報プラットホームを活用して展開するアプリケーションサービスの展

開、第３段階として、行政の効率化を図るための電子化を並行して実施していくことと

します。 

 

7.1 情報通信基盤の整備 

 

計画期間の初期において、情報格差（デジタル・ディバイド）是正のため、光ファイ

バによる超高速情報通信網を整備し、ＣＡＴＶ事業を展開します。このことにより、ブ

ロードバンド環境の向上や地上デジタル波の対応を図るとともに、地域公共ネットワー

クの基盤として活用することにより、各施設から住民が情報を入手する「ワンストップ

サービス」を提供することができます。 

また、課題のひとつである携帯電話不通エリアを解消するため、民間事業者と連携し、

整備された情報通信網を一部活用することにより、対策を講じます。 

 

事 業 名 H19 H20 H21 H22 H2３ 

光ファイバによる情報通信網

の構築 

 

地域公共ネットワークの構築 
 

携帯電話不通エリアの解消基

盤構築 

 

 

 

 

 

第７章 実現に向けた行動計画 
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7.2 情報基盤を活用したアプリケーションサービス 

 

新市まちづくり計画の基本方針の実現を図るため、次を基本目標として取り組み

ます。 

 

① 「市民サービスの向上」 

市民サービスに関連する業務の情報システム化を推進することにより、行政へ

の各種手続きの一元化や多様なサービスの統合化など、市民の利便性とサービス内

容の向上を目指すとともに、市民への様々な市政情報の提供と市民からの意見収集

を行い、まちづくりへの市民参加の促進を図ります。 

 

② 「行政業務の高度化・効率化」 

情報化を推進する職員の育成、情報システムの統合化とネットワーク化を支え

る情報通信基盤の拡充、情報の適正な取り扱いと情報システムの信頼性を維持する

管理運営体制の改善など、行政業務の高度化を図ります。 

また、多様で質の高い市民サービスを実現するため、行政情報化の推進により

組織内における情報の相互利用と円滑な意志疎通を図り、効率的な事務事業と職員

の政策形成能力に支えられた総合的な行政の情報化を目指し、行政業務の効率化を

図ります。 

 

③ 「活力ある地域社会の構築」 

地域の情報化に向け、行政と市民と企業の適切な役割分担のもと、情報通信基

盤・情報環境の整備や促進を図り、市民の情報リテラシーの向上と生涯学習活動・

コミュニティ活動などの市民活動に関する情報提供・環境や防災の市民生活の安全

に関する情報提供を推進することにより、地域内・地域間での多様で活発な情報交

流を充実させ、市民生活の利便性の向上、活力ある地域社会の構築を目指します。 
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事 業 名 H19 H20 H21 H22 H2３ 

情報提供システム 
 

教育ネットワークシステム 
 

文書管理システム （庁舎建設と併せて検討） 

新庁舎のインテリジェント化 （庁舎建設と併せて検討） 

 

 

7.3 情報推進体制の整備 

 

高度情報通信技術やコンピュータ技術を積極的に取り入れ、利活用するために、

情報ネットワーク時代の視点から将来にふさわしい全庁的推進体制を整備します。  

 

事 業 名 H19 H20 H21 H22 H2３ 

行政情報化推進体制 
 

地域情報化推進体制 
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資 料 編 

  ・用語解説 

 


